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２.車両等を使用した役務の提供に関するガイドライン 

２.１ 鉄軌道 

① 案内表示及び放送 

考え方 

視覚障害者、聴覚障害者等が車両の円滑な乗降を行うためには、車両内において、乗

降口の戸の開閉する側や次に停車する駅名等が知らされる必要がある。案内表示装置や

案内放送装置を設置するだけではなく、必要な設備の維持管理、係員・乗務員の教育訓

練や体制の確保を図ることが重要である。 

 
移動等円滑化基準 

ハード基準 ソフト基準 

（旅客用乗降口） 
第三十一条 旅客用乗降口は、次に掲げる基準に

適合するものでなければならない。 
五 旅客用乗降口の戸の開閉する側を音声に

より知らせる設備が設けられていること。 
（客室） 
第三十二条 
７ 客室には、次に停車する鉄道駅の駅名その他

の当該鉄道車両の運行に関する情報を文字等

により表示するための設備及び音声により提

供するための設備を備えなければならない。 
（準用） 
第三十四条 前節の規定は、軌道車両（次条に規

定する低床式軌道車両を除く。）について準用

する。 
（低床式軌道車両） 
第三十五条 前節（第三十一条第三号ただし書並

びに第三十二条第一項ただし書、第五項ただし

書及び第六項ただし書を除く。）の規定は、低床

式軌道車両（旅客用乗降口の床面の軌条面から

の高さが四十センチメートル以下の軌道車両

であって、旅客用乗降口から客室の主要部分ま

での通路の床面に段がないものをいう。）につ

いて準用する。 

（旅客用乗降口） 
第八十六条 旅客用乗降口については、第三十一

条第五号の設備が設けられた場合には、当該設

備を使用して、旅客用乗降口の戸の開閉する側

が音声により知らされるようにしなければな

らない。 
（客室） 
第八十七条 客室については、次に停車する鉄道

駅の駅名その他の当該鉄道車両の運行に関す

る情報を文字等により表示するための設備が

備えられた場合には、当該設備を使用して、当

該情報が文字等により適切に表示されるよう

にしなければならない。ただし、文字等による

表示が困難な場合は、この限りでない。 
２ 客室については、次に停車する鉄道駅の駅名

その他の当該鉄道車両の運行に関する情報を

音声により提供するための設備が備えられた

場合には、当該設備を使用して、当該情報が音

声により提供されるようにしなければならな

い。ただし、音声による提供が困難な場合は、

この限りでない。 
（準用） 
第八十八条 前款の規定は、軌道車両について準

用する。この場合において、第八十六条中「第

三十一条第五号」とあるのは「第三十四条又は

第三十五条の規定により準用される第三十一

条第五号」と読み替えるものとする。 
 

ガイドライン 

◎：移動等円滑化基準に基づく整備内容、○：標準的な整備内容、◇：望ましい整備内容 

案内表示装置 

による情報提供 

◎客室に、次に停車する鉄軌道駅の駅名その他の当該鉄軌道車両

の運行に関する情報（行き先及び種別。これらが運行開始後に変

更される場合は、その変更後のものを含む）を文字等により表示

するための設備が備えられた場合には、当該設備を使用して、当

該情報を文字等により適切に表示する。ただし、文字等による表

示が困難な場合は、この限りでない。 
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案内表示装置 

による情報提供 

○継続して文字等により情報提供できるように、案内表示装置を

維持管理する。 
○車両の運行に関する情報を文字等により提供できるように、設

備の操作方法について係員・乗務員の教育訓練を継続的に実施

する。 
○車両の運行に関する情報を文字等により提供できるように、係

員・乗務員の配置、勤務体制の確保を図る。 
○車両の運行の異常に関連して、遅延状況、遅延理由、運転再開予

定時刻、振替輸送状況等、利用者が次の行動を判断できるような

情報を提供する。 
◇可変式情報表示装置による運行の変更内容の提供が困難な場合

には、ボードその他の文字による情報提供ができる設備を使用

することが望ましい。 

 

案内放送装置 

による情報提供 

◎旅客用乗降口に、旅客用乗降口の戸の開閉する側を音声により

知らせる設備が設けられた場合には、当該設備を使用して、旅客

用乗降口の戸の開閉する側を音声により知らせる。 
◎客室に、次に停車する鉄軌道駅の駅名その他の当該鉄軌道車両

の運行に関する情報（行き先及び種別。これらが運行開始後に変

更される場合は、その変更後のものを含む）を音声により提供す

るための車内放送装置が備えられた場合には、当該設備を使用

して、当該情報を音声により提供する。ただし、音声による提供

が困難な場合は、この限りでない。 
○継続して音声により情報提供できるように、車内放送装置を維

持管理する。 
○車両の運行に関する情報を音声により提供できるように、設備

の操作方法について係員・乗務員の教育訓練を継続的に実施す

る。 
○車両の運行に関する情報を音声により提供できるように、係員・

乗務員の配置、勤務体制の確保を図る。 
○運行に関する情報は、聞き取りやすい音量、音質、速さ、回数等

で提供する。 
○車両の運行の異常に関連して、遅延状況、遅延理由、運転再開予

定時刻、振替輸送状況等、利用者が次の行動を判断できるような

情報を提供する。 

 

 

参考：「２.１鉄軌道」に関する国土交通省所管事業における障害を理由とする差別の解消の推進に関す

る対応指針 

国土交通省所管事業における障害を理由とする差別の解消の推進に関する対応指針 

（不当な差別的取扱い及び合理的配慮の具体例） 

鉄道事業 

関係 

不当な 

差別的 

取扱い 

①正当な理由がなく、不当な差別的取扱いにあたると想定される事例 

・障害があることや車椅子の利用等の社会的障壁を解消するための手段の利

用等のみを理由として、乗車を拒否する。 

・段差が解消されていないなど施設がバリアフリー化されていないことのみ

をもって、駅の利用を一律に拒否する。 
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鉄道事業 

関係 

不当な 

差別的 

取扱い 

・車椅子利用者等であることのみをもって、鉄道駅の利用に事前の連絡を必

須とする。 

・障害があることや車椅子の利用等の社会的障壁を解消するための手段の利

用等のみを理由として、お互いに相手の立場を尊重しながら相互理解を図

ることなく、一方的に乗車できる場所や時間帯を制限し、又は障害者でな

い者に対して付さない条件をつける。 

・身体障害者補助犬法に基づく盲導犬、聴導犬及び介助犬の帯同を理由とし

て乗車を拒否する。 

・障害があることのみを理由として、一律に、障害者に対して必要な説明を

省略する、または説明を行わない。 

・障害者が介助者を伴って窓口に行った際に、障害者本人の意思を全く確認

せず、介助者のみに対応を求める。 

②障害を理由としない、又は、正当な理由があるため、不当な差別的取扱い

にあたらないと考えられる事例 

・合理的配慮の提供等をするために必要な範囲で、プライバシーに配慮しつ

つ、障害者に障害の状況等を確認する。（権利・利益の保護） 

・車椅子等を使用して駅構内の移動や列車に乗車する場合、段差があること

などによって、係員が補助を行っても車椅子利用者、高齢者、ベビーカー

利用者等の安全確保が困難等の理由により、利用できる駅や列車等を提示

する。（安全の確保） 

・車椅子等を使用して列車に乗車する場合、関係者間の情報共有など待ち時

間短縮に係る取組みを実施したうえで、段差に渡り板を渡す等乗降時の対

応にかかる人員の手配等により、やむを得ず乗降に時間がかかる。（安全の

確保） 

・車椅子利用者等に対し、事前に関係個所との調整を行い、スムーズな乗降

補助により待ち時間を短縮するため、列車に乗車する場合に、乗降に必要

な利用者の情報の提供を求める。（権利・利益の保護） 

  
合理的 

配慮 

①合理的配慮の提供の事例 

・障害者や介助者等からの意思の表明（障害特性によっては自らの意思を表

現することが困難な場合があることに留意。以下同じ。）に応じて、窓口等

で障害のある方の障害の特性に応じたコミュニケーション手段（筆談、読

み上げ、手話、IT 機器の活用など）で対応する。 

・障害者や介助者等からの意思の表明に応じて、関係者間の情報共有などに

より待ち時間ができるだけ短くなるよう努めたうえで、障害のある方が列

車に乗降する、又は列車の乗降のために駅構内を移動する際に手伝う。 

・券売機の利用が難しい場合、障害者や介助者等からの意思の表明に応じ

て、障害の特性に応じ、窓口での発売や券売機操作を手伝う。 

・鉄道駅の混雑時において、障害者や介助者等からの意思の表明に応じて、

通行の安全を確保するためや各障害特性に応じた案内、誘導を行う。 

・鉄道駅において、障害者や介助者等からの意思の表明に応じて、プラット

ホームと車両との段差や隙間を解消するために渡り板を提供し乗降の手助

けを行う。 
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鉄道事業 

関係 

合理的 

配慮 

②合理的配慮の提供義務違反に該当すると考えられる事例 

・車椅子利用における乗降介助や駅構内の移動介助、券売機における購入補

助、時刻や行先等の案内、その他特性に応じた社会的障壁の除去に関する

申出に対して、「何かあったら困る」という抽象的な理由や「特別扱いはで

きない」という一方的な理由で、当該申出を断る。 

・電話利用が困難な障害者から直接電話する以外の手段（メールや電話リレ

ーサービス等の手話を介した電話等）により問い合わせ等があった際に、

具体的に対応方法を検討せずに対応を断る。 

③合理的配慮の提供義務違反に該当しないと考えられる事例 

・管理外施設や公道における移動介助の依頼に対して、当該業務を事業の一

環として行っていないことから、依頼を断る。（本来の業務に付随しないも

の） 

・排泄介助や飲食物の購入、荷物持ちなど、事業の一環として行っていない

依頼を断る。（本来の業務に付随しないもの） 
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２.２ バス 

① 乗降口 

考え方 

バスは、高齢者・障害者等にとって利用ニーズが高く、また、リフト付きバスやスロ

ープ付きバス等の車椅子に対応した車両の導入が進められている。 

車椅子使用者等の乗降のためにリフト、スロープ等を使用する場合、乗務員による安

全確認や設置等が必要になる。円滑に乗降支援を行うため、リフト、スロープ等の維持

管理、乗務員の教育訓練や体制の確保を図ることが重要である。 
 

移動等円滑化基準 
ハード基準 ソフト基準 

（乗降口） 
第三十七条 
２ 乗降口のうち一以上は、次に掲げる基準に適

合するものでなければならない。 
二 スロープ板その他の車椅子使用者の乗降

を円滑にする設備（国土交通大臣の定める基

準に適合しているものに限る。）が備えられ

ていること。 
（基準の適用除外） 
第四十三条 地方運輸局長が、その構造により又

はその運行の態様によりこの省令の規定によ

り難い特別の事由があると認定した乗合バス

車両については、第三十七条から前条まで（第

三十七条第一項、第三十八条第二項及び前条を

除く。）に掲げる規定のうちから当該地方運輸

局長が当該乗合バス車両ごとに指定したもの

は、適用しない。 
２ 前項の認定は、条件又は期限を付して行うこ

とができる。 
（準用） 
第四十三条の二 前節（第三十八条第一項、第三

十九条第五号及び第六号、第三十九条の二、第

四十条第二項、第四十一条第二項及び第三項並

びに第四十三条を除く。）の規定は貸切バス車

両について準用する。この場合において、第四

十一条第一項中「次に停車する停留所の名称」

とあるのは「目的地」と、「文字等により表示す

るための設備及び音声により提供するための

設備」とあるのは「音声により提供するための

設備」と読み替えるものとする。 
  
  
  

（乗降口） 
第九十条 乗降口については、第三十七条第二項

第二号の設備が備えられた場合には、当該設備

を使用して、車椅子使用者が円滑に乗降するた

めに必要となる役務を提供しなければならな

い。ただし、当該設備を使用しなくても円滑に

乗降できる場合は、この限りでない。 
（準用） 
第九十四条 前款（第九十二条第一項及び第三項

を除く。）の規定は、貸切バス車両について準用

する。この場合において、第九十条中「第三十

七条第二項第二号」とあるのは「第四十三条の

二の規定により準用される第三十七条第二項

第二号」と、第九十一条中「第三十九条第三号」

とあるのは「第四十三条の二の規定により準用

される第三十九条第三号」と、第九十二条第二

項中「次に停車する停留所の名称」とあるのは

「目的地」と、第九十三条中「第四十二条」と

あるのは「第四十三条の二の規定により準用さ

れる第四十二条」と読み替えるものとする。 
※前款とは、第三款 乗合バス車両を指す。 
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ガイドライン 

◎：移動等円滑化基準に基づく整備内容、○：標準的な整備内容、◇：望ましい整備内容 

スロープ板等を 

使用した乗降支援 

◎乗降口に、スロープ板その他の車椅子使用者の乗降を円滑にす

る設備が備えられた場合には、当該設備を使用して、車椅子使用

者等が円滑に乗降するために必要となる役務を提供する。ただ

し、当該設備を使用しなくても円滑に乗降できる場合は、この限

りでない。 
○車椅子使用者等の求めに応じて使用できるように、スロープ、リ

フト等を維持管理する。 
○車椅子使用者等からの申し出に対応できるよう、乗務員に対し

て、スロープ、リフト等の操作方法、車椅子使用者等の乗降支援

の方法に関する教育訓練を継続的に実施する。 
○乗降支援は、車椅子使用者等の意向を尊重しつつ、乗降の安全が

確保できる場所・方法で実施する。 
○乗降支援に当たっては、車椅子使用者等と意思疎通を図り、支援

の要否や内容・方法を確認する。 
○車内や乗降場が混雑している場合には、他の利用者にリフト、ス

ロープの展開に必要な場所を空けてもらう等の声掛けをする。 
〇車内混雑で車椅子のスペースが確保できない場合には、利用者

に丁寧に理由を説明し、次の便が来ることを確認し、次の便への

乗車を依頼する。 
◇運賃支払いは、必要に応じて乗務員が代行することが望ましい。

交通系 IC カードを預かる場合は、車椅子使用者等から見えるよ

う処理を行うか、利用者が希望する場合は残額等を伝えること

が望ましい。 
◇車椅子使用者等の乗降支援の方法に関する教育訓練は、当事者

やバリアフリーに関する専門家等の参加の下、実施することが

望ましい。 
◇車椅子使用者等の利用が多い乗降場所について、リフト・スロー

プの展開のしやすさ等の確認を行うことが望ましい。 
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② 車椅子スペース 

考え方 

バスは、最も身近な交通手段であり高齢者・障害者等にとって利用ニーズが高く、ま

た、リフト付きバスやスロープ付きバス等の車椅子に対応した車両の導入が進められて

いる。 

走行中の車椅子使用者等の安全を確保するため、車椅子を車椅子固定装置に固定する

場合、乗務員による固定・解除等が必要になる。円滑に乗降支援を行うため、車椅子固

定装置の維持管理、乗務員の教育訓練や体制の確保を図ることが重要である。 
 

移動等円滑化基準 
ハード基準 ソフト基準 

（車椅子スペース） 
第三十九条 乗合バス車両には、次に掲げる基準

に適合する車椅子スペースを一以上設けなけ

ればならない。 
三 車椅子を固定することができる設備が備

えられていること。 

（車椅子スペース） 
第九十一条 車椅子スペースについては、第三十

九条第三号の設備が備けられた場合には、当該

設備を使用して、車椅子を固定するために必要

となる役務を提供しなければならない。ただ

し、当該設備を使用しなくても車椅子を固定で

きる場合又は車椅子の構造上の理由により車

椅子の固定が困難な場合は、この限りでない。 
 

ガイドライン 

◎：移動等円滑化基準に基づく整備内容、○：標準的な整備内容、◇：望ましい整備内容 

車内における 

車椅子の固定 

◎車椅子スペースに、車椅子を固定することができる設備が備け

られた場合には、当該設備を使用して、車椅子を固定するために

必要となる役務を提供する。ただし、当該設備を使用しなくても

車椅子を固定できる場合又は車椅子の構造上の理由により車椅

子の固定が困難な場合は、この限りでない。 
○車椅子使用者等の求めに応じて使用できるように、車椅子固定

装置を維持管理する。 
○車椅子使用者等からの申し出に対応できるよう、乗務員に対し

て、車椅子固定装置の操作方法、車椅子使用者等の乗降支援の方

法に関する教育訓練を継続的に実施する。 
○車椅子使用者等からの車椅子の固定の申し出に対応できるよ

う、乗務員の配置、勤務体制の確保を図る。 
○乗降支援に当たっては、車椅子使用者等と意思疎通を図り、支援

の要否や内容・方法を確認する。 
○車内が混雑している場合には、他の利用者に車椅子スペースを

空けてもらう等の声掛けをする。 
◇車内に気を配る際は、車椅子が固定されているか併せて確認す

ることが望ましい。 
◇車椅子使用者等の乗降支援の方法に関する教育訓練は、当事者

やバリアフリーに関する専門家等の参加の下、実施することが

望ましい。 
◇車椅子の構造上の理由により車内に備えられている車椅子固定

装置による固定が困難である場合については、横転防止ベルト

等による代替手段による措置を講じることが望ましい。 
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③ 運行情報提供設備等 

考え方 

視覚障害者、聴覚障害者等が車両の円滑な乗降を行うためには、車両内・外において、

次に停車する停留所の名称等が知らされる必要がある。必要な情報を提供するため、案

内表示装置や案内放送装置を設置するだけではなく、適切に使用するとともに、必要な

設備の維持管理、乗務員の教育訓練を行う。 
 

移動等円滑化基準 
ハード基準 ソフト基準 

（運行情報提供設備等） 
第四十一条 乗合バス車両内には、次に停車する

停留所の名称その他の当該乗合バス車両の運行

に関する情報を文字等により表示するための設

備及び音声により提供するための設備を備えな

ければならない。 
２ 乗合バス車両には、車外用放送設備を設けな

ければならない。 

（運行情報提供設備等） 
第九十二条 乗合バス車両内については、次に

停車する停留所の名称その他の当該乗合バス

車両の運行に関する情報を文字等により表示

するための設備が備えられた場合には、当該

設備を使用して、当該情報が文字等により適

切に表示されるようにしなければならない。

ただし、文字等による表示が困難な場合は、こ

の限りでない。 
２ 乗合バス車両内については、次に停車する

停留所の名称その他の当該乗合バス車両の運

行に関する情報を音声により提供するための

設備が備えられた場合には、当該設備を使用

して、当該情報が音声により提供されるよう

にしなければならない。ただし、音声による提

供が困難な場合は、この限りでない。 
３ 乗合バス車両については、車外用放送設備

が設けられた場合には、当該車外用放送設備

を使用して、行き先その他の当該乗合バス車

両の運行に関する情報が音声により適時に提

供されるようにしなければならない。 
 

ガイドライン 

◎：移動等円滑化基準に基づく整備内容、○：標準的な整備内容、◇：望ましい整備内容 

車内における 
文字等による 

運行情報の提供 

◎乗合バス車両内に、次に停車する停留所の名称その他の当該バ

ス車両の運行に関する情報（行き先及び種別。これらが運行開始

後に変更される場合は、その変更後のものを含む）を文字等によ

り表示するための設備が備えられた場合には、当該設備を使用

して、当該情報を文字等により適切に表示する。ただし、文字等

による表示が困難な場合は、この限りでない。 
○継続して文字等により情報提供できるように、案内表示装置を

維持管理する。 
○車両の運行に関する情報を文字等により提供できるように、案

内表示装置の操作方法について乗務員の教育訓練を継続的に実

施する。 
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車内における 
音声による 

運行情報の提供 

◎乗合バス車両内に、次に停車する停留所の名称その他の当該バ

ス車両の運行に関する情報（行き先及び種別。これらが運行開始

後に変更される場合は、その変更後のものを含む）を音声により

提供するための設備が備えられた場合には、当該設備を使用し

て、当該情報を音声により提供する。ただし、音声による提供が

困難な場合は、この限りでない。 
○継続して音声により情報提供できるように、車内案内放送装置

を維持管理する。 
○車両の運行に関する情報を音声により提供できるように、車内

放送装置の操作方法について乗務員の教育訓練を継続的に実施

する。 
○運行に関する情報は、聞き取りやすい音量、音質、速さ、回数等

で提供する。 

 

車外用放送装置 
による 

運行情報の提供 

◎乗合バス車両に、車外用放送設備が設けられた場合には、当該車

外用放送設備を使用して、行き先その他の当該乗合バス車両の

運行に関する情報を音声により適時に提供する。 
○継続して音声により情報提供できるように、車外用放送装置を

維持管理する。 
○車両の運行に関する情報を音声により提供できるように、車外

用放送装置の操作方法について乗務員の教育訓練を継続的に実

施する。 
○運行に関する情報は、聞き取りやすい音量、音質、速さ、回数等

で提供する。 

 

車外表示による 
運行情報の提供 

○行先以外の情報の提供が可能な車外表示が設けられた場合は、

当該設備を使用し、行先に加え、経路、系統等を表示する。 
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④ コミュニケーション設備 

考え方 

聴覚障害者は、車内放送や乗務員の声が聞こえない・聞こえにくい、自分の要求が伝

えられない・伝えにくい等の状況がある。車内において、必要に応じて、聴覚障害者等

とコミュニケーション設備を使用して意思疎通が図れるように、継続して設備の機能を

維持するとともに、設備の使用方法について乗務員の教育訓練や体制の確保を図ること

が重要である。 
 

移動等円滑化基準 
ハード基準 ソフト基準 

（意思疎通を図るための設備） 
第四十二条 乗合バス車両内には、聴覚障害者が

文字により意思疎通を図るための設備を備え

なければならない。この場合においては、当該

設備を保有している旨を当該乗合バス車両内

に表示するものとする。 

（意思疎通を図るための設備） 
第九十三条 乗合バス車両内については、第四十

二条の設備が備えられた場合には、聴覚障害者

からの求めに応じ、当該設備を使用して、文字

により意思疎通を図らなければならない。 

 
ガイドライン 

◎：移動等円滑化基準に基づく整備内容、○：標準的な整備内容、◇：望ましい整備内容 

聴覚障害者用 

コミュニケーション

設備を使用した 

意思疎通 

◎乗合バス車両内に、聴覚障害者が文字により意思疎通を図るた

めの設備が備えられた場合には、聴覚障害者からの求めに応じ、

当該設備を使用して、文字により意思疎通を図る。 
○聴覚障害者等の求めに応じて使用できるように、筆談用具等を

維持管理する。 
○筆談用具等は速やかに使用できる場所に配備する。 
○聴覚障害者等からの申し出に対応できるよう、乗務員に対して、

筆談用具等を使用した意思疎通の方法に関する教育訓練を継続

的に実施する。 
◇筆談用具等を使用した意思疎通の方法に関する教育訓練は、当

事者やバリアフリーに関する専門家等の参加の下、実施するこ

とが望ましい。 
◇話し言葉や文字表現による意思疎通が困難な高齢者、障害者等

が自分の意思及び要求を相手に的確に伝え理解させることを支

援する絵記号（JIST0103）を利用したコミュニケーション支援

ボード等を使用して意思疎通を図ることが望ましい。 

 

 
参考：「２.２バス」に関する国土交通省所管事業における障害を理由とする差別の解消の推進に関する

対応指針 

国土交通省所管事業における障害を理由とする差別の解消の推進に関する対応指針 

（不当な差別的取扱い及び合理的配慮の具体例） 

一般乗合 

旅客自動 

車運送業 

関係 

不当な 

差別的 

取扱い 

①正当な理由がなく、不当な差別的取扱いにあたると想定される事例 

・障害があることや車椅子の利用等の社会的障壁を解消するための手段の利

用等のみをもって、乗車を拒否する。 

・他の乗客に迷惑が掛かるという漠然とした理由で、お互いに相手の立場を

尊重しながら、相互理解を図ることなく、利用を拒否する。 
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一般乗合 

旅客自動 

車運送業 

関係 

不当な 

差別的 

取扱い 

・運転者が、乗車スペースがあると認識していたにもかかわらず、介助者や

他の乗客への協力を依頼することなく車椅子使用者だけ乗車を拒否する。 

・車椅子固定場所の座席を別の乗客が利用している状況において、固定場所

の座席を利用している乗客に対し協力を求めることなく、すでに他の乗客

が当該座席を利用していることのみをもって車椅子利用者の利用を拒否す

る。 

・車椅子使用者に対し、混雑する時間のバス利用を避けてほしいと言う。 

・車椅子利用者であることのみを理由に、その必要性についての情報提供を

適切に行うことなく、路線バス利用に際して事前の連絡を条件とする。 

・身体障害者補助犬法に基づく盲導犬、聴導犬及び介助犬の帯同を理由とし

て乗車を拒否する。 

・障害者が介助者を伴って窓口に行った際に、障害者本人の意思を全く確認

せず、介助者のみに対応を求める。 

・障害があることのみを理由として、一律に、障害者に対して必要な説明を

省略する、または説明を行わない。 

②障害を理由としない、又は、正当な理由があるため、不当な差別的取扱い

にあたらないと考えられる事例 

・合理的配慮を提供等するために必要な範囲で、プライバシーに配慮しつ

つ、障害者に障害の状況等を確認する。（権利・利益の保護） 
・車内が混雑していて車椅子スペースが確保できない場合、車椅子使用者に

説明した上で、次の便への乗車をお願いする。（安全の確保） 
・低床式車両やリフト付きバスでない場合、運転者ひとりで車椅子使用者の

安全な乗車を行うことは無理と判断し、他の利用者に車内マイクを使って

協力をお願いしたが、車内で利用者の協力が得られず乗車できない場合、

説明をした上で発車する。（事業の目的・内容・機能の維持） 
・車椅子又はベビーカーの乗客がすでに車椅子固定場所を利用中のため、乗

車を断る。 

・車椅子の形態により、車椅子がバスに備え付けられている装置等によって

固定できないため、転倒等により車椅子利用者や他の乗客が怪我をするお

それがあるため、乗車を遠慮してもらう。（安全の確保） 

・車椅子使用者がバスに乗車する際、合理的配慮の提供等や、車椅子使用者

が安心して乗車でき、車内の利用者にも車椅子スペースを空けてもらうよ

う協力していただきやすいように、可能な限り乗車予定の事前連絡の協力

のお願いについてホームページ等で周知する。 

合理的 

配慮 

①合理的配慮の提供の事例 

・障害者や介助者等からの意思の表明（障害特性によっては自らの意思を表

現することが困難な場合があることに留意。以下同じ。）に応じて、コミュ

ニケーションボードや筆談、IT 機器（タブレット等による図や絵）の活用

等により対応を行う。 
・定期的にバスを利用する車椅子使用者の利用時間に合わせ、路線を指定し

てバリアフリー対応の車両を配車する。 
・車椅子使用者がバスに乗車する際、車内の利用者へ車椅子スペースを空け

てもらうよう車内案内により協力をお願いする。 
・運賃支払いの手助けを必要とする障害者については、障害の特性に応じた  
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一般乗合 

旅客自動 

車運送業 

関係 

合理的 

配慮 

配慮をする。 
・低床式車両の位置情報サービスの提供をすでに実施している事業者につい

ては、適切に当該サービスを提供する。 

・スロープ板を出すことが困難なバス停では、前後で乗降可能な位置にバス

を停車する。 

・運行に支障のない範囲で、バスと歩道等のすき間が広く開かないよう停車

する。 

・視覚障害や聴覚障害のある利用者のため、音声合成装置や停留所名表示器

を装備するなど、事業運営の範囲内で可能な限りハード面での充実を図る

とともに、肉声による車内案内をこまめに行う。 

・車椅子使用者の乗車ができないことがないように、スロープや車椅子固定

装置の整備・点検を徹底する。 

・運転者への教育等を行うことにより、高齢者や障害者等の特性を理解する

ことで、本来業務に付随する範囲内において適切な接遇・介助や、必要に

応じてトラブル防止のための車内案内を行う。 

・低床式車両やリフト付きバスでない場合、運転者ひとりで車椅子使用者の

安全な乗車を行うことは無理と判断し、他の利用者に車内マイクを使って

協力をお願いする。 
・運行業務の範囲内において、やむを得ず通常の停留所から位置をずらして

停車する場合には、乗客に対し、降車時の安全確保のための注意を促す。 
・障害者や介助者等からの意思の表明に応じて、乗降が困難な乗客に対して

は、本来業務に付随する範囲内において介助等を行う。 
・混雑時に視覚障害のある利用者から乗降の補助を求められた場合におい

て、状況を丁寧に説明した上で、周囲の混雑状況が解消するまで待機を提

案する。利用者の了解が得られれば、混雑の解消後、乗降の補助を行う。 

②合理的配慮の提供義務違反に該当すると考えられる事例 

・電話利用が困難な障害者から直接電話する以外の手段（メールや電話リレ

ーサービス等の手話を介した電話等）により各種手続が行えるよう対応を

求められた場合に、具体的に対応方法を検討せずに対応を断る。 

③合理的配慮の提供義務違反に該当しないと考えられる事例 

・車両外（公道等）における移動介助等の本来業務に付随しない依頼などに

対して、丁寧に説明を行ったうえで断る。（本来の業務に付随しないもの） 

・障害内容や必要な配慮に関する情報の提供が行われない（配慮を提供する

側がどのような対応をとることが適切であるか判断できない）状況におい

て、建設的な対話なく配慮の提供を求める障害者の対応を断る。（障害者側

が建設的対話に応じないもの） 

・座席指定制を導入する乗合バスにおいて、車内持ち込み医療器具等のため

に複数の座席を必要とする旅客について、１席を超える座席の旅客運賃を

徴収する。（この場合においては、当該旅客に過度な負担が生じないよう、

可能な限り配慮する。）（費用・負担が過重なもの） 

・先着で販売している割引乗車券について、障害のため当該販売開始日に購

入手続を行うことが困難であることを理由に、当該割引乗車券をあらかじ

め別途確保しておくよう求められた場合において、当該対応を断る。（障害

者以外と比べて同等以上の機会提供） 
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２.３ タクシー 

① スロープ板 

考え方 

タクシーは、高齢者・障害者等にとって利用ニーズが高く、また、車椅子ごと乗車でき

るリフト付の車両やユニバーサルデザインタクシー等の導入が進められている。 

車椅子使用者等の乗降のためにリフト、スロープ等を使用する場合、乗務員による安全

確認や設置等が必要になる。円滑に乗降支援を行うため、リフト、スロープ等の維持管理、

乗務員の教育訓練や体制の確保を図ることが重要である。 
 

移動等円滑化基準 
ハード基準 ソフト基準 

（福祉タクシー車両） 
第四十五条 車椅子等対応車（福祉タクシー車両

のうち、高齢者、障害者等が移動のための車椅

子その他の用具を使用したまま車両に乗り込

むことが可能なものをいう。第九十六条第一項

において同じ。）は、次に掲げる基準に適合する

ものでなければならない。 
一 スロープ板、リフト、寝台等（寝台及び担

架をいう。以下この項及び第九十六条第一項

において同じ。）その他の車椅子使用者又は

寝台等を使用している者の乗降を円滑にす

る設備が備えられていること。 

（福祉タクシー車両） 
第九十六条 車椅子等対応車については、次に掲

げる基準を遵守しなければならない。 
一 第四十五条第一項第一号の設備が備えら

れた場合には、当該設備を使用して、車椅子

使用者又は寝台等を使用している者が円滑

に乗降するために必要となる役務を提供す

ること。ただし、当該設備を使用しなくても

円滑に乗降できる場合は、この限りでない。  

 
ガイドライン 

◎：移動等円滑化基準に基づく整備内容、○：標準的な整備内容、◇：望ましい整備内容 

スロープ板等を 

使用した乗降支援 

◎車椅子等対応車に、スロープ板、リフト、寝台等その他の車椅子

使用者の乗降を円滑にする設備が備えられた場合には、当該設

備を使用して、車椅子使用者又は寝台等を使用している者が円

滑に乗降するために必要となる役務を提供する。ただし、当該設

備を使用しなくても円滑に乗降できる場合は、この限りでない。 
○車椅子使用者等の求めに応じて使用できるように、スロープ、リ

フトや寝台等を維持管理する。 
○車椅子使用者等からの申し出に対応できるよう、乗務員に対し

て、スロープ、リフトや寝台等の操作方法、車椅子使用者等の乗

降支援の方法に関する教育訓練を継続的に実施する。 
○車椅子使用者等からの乗降支援の申し出に対応できるよう、乗

務員の配置、勤務体制の確保を図る。 
○乗降支援は、車椅子使用者等の意向を尊重しつつ、乗降の安全が

確保できる場所・方法で実施する。 
○乗降支援に当たっては、車椅子使用者等と意思疎通を図り、支援

の要否や内容・方法を確認する。 
◇車椅子使用者等の乗降支援の方法に関する教育訓練は、当事者

やバリアフリーに関する専門家等の参加の下、実施することが

望ましい。 
◇車椅子使用者等の利用が多い目的施設の段差やスロープの有無

を予め把握しておき、乗降場所の確認を行うことが望ましい。 

 



 

- 87 - 

② 車椅子固定方法 

考え方 

タクシーは、高齢者・障害者等にとって利用ニーズが高く、また、車椅子ごと乗車でき

るリフト付の車両やユニバーサルデザインタクシー等の導入が進められている。 

走行中の車椅子使用者等の安全を確保するため、車椅子を車椅子固定装置に固定する

場合、乗務員による固定・解除等が必要になる。円滑に乗降支援を行うため、車椅子固定

装置の維持管理、乗務員の教育訓練や体制の確保を図ることが重要である。 
 

移動等円滑化基準 
ハード基準 ソフト基準 

（福祉タクシー車両） 
第四十五条 車椅子等対応車（福祉タクシー車両

のうち、高齢者、障害者等が移動のための車椅

子その他の用具を使用したまま車両に乗り込む

ことが可能なものをいう。第九十六条第一項に

おいて同じ。）は、次に掲げる基準に適合するも

のでなければならない。 
三 車椅子又は寝台等の用具を固定することが

できる設備が備えられていること。 

（福祉タクシー車両） 
第九十六条 車椅子等対応車については、次に掲

げる基準を遵守しなければならない。 
二 第四十五条第一項第三号の設備が備えられ

た場合には、当該設備を使用して、車椅子又

は寝台等の用具を固定するために必要となる

役務を提供すること。ただし、当該設備を使

用しなくても車椅子若しくは当該用具を固定

できる場合又は車椅子若しくは当該用具の構

造上の理由により車椅子若しくは当該用具の

固定が困難な場合は、この限りでない。 
 

ガイドライン 

◎：移動等円滑化基準に基づく整備内容、○：標準的な整備内容、◇：望ましい整備内容 

車内における 

車椅子の固定 

◎車椅子等対応車に、車椅子を固定することができる設備が備え

られた場合には、当該設備を使用して、車椅子又は寝台等の用具

を固定するために必要となる役務を提供する。ただし、当該設備

を使用しなくても車椅子若しくは当該用具を固定できる場合又

は車椅子若しくは当該用具の構造上の理由により車椅子若しく

は当該用具の固定が困難な場合は、この限りでない。 
○車椅子使用者等の求めに応じて使用できるように、車椅子固定

装置を維持管理する。 
○車椅子使用者等からの申し出に対応できるよう、乗務員に対し

て、車椅子固定装置の操作方法、車椅子使用者等の乗降支援の方

法に関する教育訓練を継続的に実施する。 
○車椅子使用者等からの車椅子の固定の申し出に対応できるよ

う、乗務員の配置、勤務体制の確保を図る。 
○乗降支援に当たっては、車椅子使用者等と意思疎通を図り、支援

の要否や内容・方法を確認する。 
◇車椅子使用者等の乗降支援の方法に関する教育訓練は、当事者

やバリアフリーに関する専門家等の参加の下、実施することが

望ましい。 
◇車椅子の構造上の理由により車内に備えられている車椅子固定

装置による固定が困難である場合については、代替手段による

措置を講じることが望ましい。 
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③ コミュニケーション設備 

考え方 

視覚障害者は、文字情報が見えない・見えにくい状況がある。そのため、事業者名、車

両番号、運賃及び料金を案内できるように、音による案内装置の維持管理を行うとともに、

設備の使用方法について乗務員の教育訓練や体制の確保を図ることが重要である。 

また、聴覚障害者は、乗務員の声が聞こえない・聞こえにくい、自分の要求が伝えられ

ない・伝えにくい等の状況がある。必要に応じて、聴覚障害者等が意思疎通を図れるよう

に、コミュニケーション設備の維持管理を行うとともに、設備の使用方法について乗務員

の教育訓練や体制の確保を図ることが重要である。 
 

移動等円滑化基準 
ハード基準 ソフト基準 

（福祉タクシー車両） 
第四十五条 車椅子等対応車（福祉タクシー車両

のうち、高齢者、障害者等が移動のための車椅子

その他の用具を使用したまま車両に乗り込むこ

とが可能なものをいう。第九十六条第一項にお

いて同じ。）は、次に掲げる基準に適合するもの

でなければならない。 
四 事業者名、車両番号、運賃、料金その他の情

報を音又は点字により視覚障害者に示すため

の設備が設けられていること。ただし、これら

の情報を提供できる者が乗務している場合

は、この限りでない。 
五 聴覚障害者が文字により意思疎通を図るた

めの設備が備えられていること。 
２ 回転シート車（福祉タクシー車両のうち、高齢

者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する

法律施行規則第一条の二に規定する設備を備え

たものをいう。第九十六条第二項において同

じ。）は、次に掲げる基準に適合するものでなけ

ればならない。 
二 事業者名、車両番号、運賃、料金その他の情

報を音又は点字により視覚障害者に示すため

の設備が設けられていること。ただし、これら

の情報を提供できる者が乗務している場合

は、この限りでない。 
三 聴覚障害者が文字により意思疎通を図るた

めの設備が備えられていること。 

（福祉タクシー車両） 
第九十六条 車椅子等対応車については、次に掲

げる基準を遵守しなければならない。 
三 第四十五条第一項第四号の設備（音による

ものに限る。）が設けられた場合には、当該設

備を使用して、事業者名、車両番号、運賃、料

金その他の情報が音により視覚障害者に示さ

れるようにすること。ただし、同号ただし書の

規定が適用される場合には、同号ただし書の

者がこれらの情報を提供すること。 
四 第四十五条第一項第五号の設備が備えられ

た場合には、聴覚障害者からの求めに応じ、当

該設備を使用して、文字により意思疎通を図

ること。 
２ 回転シート車については、次に掲げる基準を

遵守しなければならない。 
一 第四十五条第二項第二号の設備（音による

ものに限る。）が設けられた場合には、当該設

備を使用して、事業者名、車両番号、運賃、料

金その他の情報が音により視覚障害者に示さ

れるようにすること。ただし、同号ただし書の

規定が適用される場合には、同号ただし書の

者がこれらの情報を提供すること。 
二 第四十五条第二項第三号の設備が備えられ

た場合には、聴覚障害者からの求めに応じ、当

該設備を使用して、文字により意思疎通を図

ること。 
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ガイドライン 

◎：移動等円滑化基準に基づく整備内容、○：標準的な整備内容、◇：望ましい整備内容 

事業者名、 

車両番号、運賃等 

の音による案内 

◎車椅子等対応車に、事業者名、車両番号、運賃、料金その他の情

報を音より視覚障害者に示すための設備が設けられた場合に

は、当該設備を使用して、事業者名、車両番号、運賃、料金その

他の情報を音により視覚障害者に示す。ただし、これらの情報を

提供できる者が乗務している場合は、その者が当該情報を提供

する。 
◎回転シート車に、事業者名、車両番号、運賃、料金その他の情報

を音より視覚障害者に示すための設備が設けられた場合には、

当該設備を使用して、事業者名、車両番号、運賃、料金その他の

情報を音により視覚障害者に示す。ただし、これらの情報を提供

できる者が乗務している場合は、その者が当該情報を提供する。 

注：事業者名、車両番号は、忘れ物の問い合わせ等の際に活用できる。 

○視覚障害者等の求めに応じて使用できるように、音による案内

装置を維持管理する。 
○視覚障害者等からの申し出に対応できるよう、乗務員に対して、

音による案内方法もしくは口頭による情報提供に関する教育訓

練を継続的に実施する。 
〇乗務員が案内する場合には、聞き取りやすい音量、音質、速さ、

回数等で案内する。 
  
  

 

聴覚障害者用 

コミュニケーション 

設備を使用した 

意思疎通 

◎車椅子等対応車に、聴覚障害者が文字により意思疎通を図るた

めの設備が備えられた場合には、聴覚障害者からの求めに応じ、

当該設備を使用して、文字により意思疎通を図る。 
◎回転シート車に、聴覚障害者が文字により意思疎通を図るため

の設備が備えられた場合には、聴覚障害者からの求めに応じ、当

該設備を使用して、文字により意思疎通を図る。 
○聴覚障害者等の求めに応じて使用できるように、筆談用具等を

維持管理する。 
○筆談用具等は速やかに使用できる場所に配備する。 
○聴覚障害者等からの申し出に対応できるよう、乗務員に対して、

筆談用具等を使用した意思疎通の方法に関する教育訓練を継続

的に実施する。 
◇筆談用具等を使用した意思疎通の方法に関する教育訓練は、当

事者やバリアフリーに関する専門家等の参加の下、実施するこ

とが望ましい。 
◇話し言葉や文字表現による意思疎通が困難な高齢者、障害者等

が自分の意思及び要求を相手に的確に伝え理解させることを支

援する絵記号（JIST0103）を利用したコミュニケーション支援

ボード等を使用して意思疎通を図ることが望ましい。 
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参考：「２.３ タクシー」に関する国土交通省所管事業における障害を理由とする差別の解消の推進に
関する対応指針 

国土交通省所管事業における障害を理由とする差別の解消の推進に関する対応指針 

（不当な差別的取扱い及び合理的配慮の具体例） 

一般乗用 

旅客自動 

車運送業 

関係 

不当な 

差別的 

取扱い 

①正当な理由がなく、不当な差別的取扱いにあたると想定される事例 

・車椅子使用者、白杖使用者等外見上障害者と認識して止まることなく、乗車

を拒否する。又は障害者と認識した時点で、乗車を拒否する。 

・車椅子の乗車設備、固定装置等がある車両であるにもかかわらず、車椅子使

用者の乗車を拒否する（乗務員の身体的理由から乗車の引受けが困難な場合

を除く）。 

・運転手が車椅子をトランクに積むことで乗車が可能であるにもかかわらず、

セダン型タクシーであることのみを理由に車椅子使用者の乗車を拒否する。 

・身体障害者補助犬法に基づく盲導犬、聴導犬及び介助犬の帯同を理由として

乗車を拒否する。 
・障害者割引に対して、割引タクシー券の利用や領収書の発行を拒否する。 
・障害者が介助者を伴って窓口に行った際に、障害者本人の意思を全く確認せ

ず、介助者のみに対応を求める。 
・障害があることのみを理由として、一律に、障害者に対して必要な説明を省

略する、または説明を行わない。 
②障害を理由としない、又は、正当な理由があるため、不当な差別的取扱い

にあたらないと考えられる事例 

・合理的配慮を提供等するために必要な範囲で、プライバシーに配慮しつ

つ、障害者に障害の状況等を確認する。（権利・利益の保護） 
・車椅子の乗車設備、固定装置等がない車両の場合、車椅子を使用したまま

の乗車を断る。（安全の確保） 
・セダン式タクシーの場合、手動車椅子や簡易電動車椅子等の折りたたみ可

能なものは、法令等の基準内においてトランクに（ひも等で縛り）積載が

可能であるが、大型電動車椅子等の折りたたみが不可能なものについては

積載できないため、乗車を断る。（法令等の遵守） 
・車椅子からタクシー座席への移乗等にあたって、介助人がおらずタクシー

ドライバーだけでは対応ができない場合は乗車を断る。（安全の確保） 
・駐停車禁止除外標章等の交付を受けていない車両において、駐停車禁止場

所での乗降や、車両を離れての介助行為等道路交通法等の法規制に抵触す

るサービスの提供を断る。（法令等の遵守）  
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一般乗用 

旅客自動 

車運送業 

関係 

合理的 

配慮 

①合理的配慮の提供の事例 

・障害によりタクシーへの乗降が困難な乗客に対し、タクシードライバーが

乗降時の介助を行う。 

・車椅子等の大きな荷物がある乗客に対し、タクシードライバーがトランク

への収納等の手助けを行う。 

・自身でシートベルトを装着することができない障害者の方の場合、乗車時

にシートベルトの装着と装着確認をタクシードライバーが行う。 

・聴覚障害のある利用者等が乗車の際、メモを用いた筆談や IT 機器（タブ

レット等による図や絵）の活用等によりコミュニケーションをとり、行先

や要望事項を確認する。 

・タクシードライバーが、ユニバーサルドライバー研修等により高齢者や障

害者等の特性を理解することで、認識不足による無意識的な障害者の方の

乗車拒否を防ぐ。 

・視覚障害のある利用者からあらかじめ降車地点を明確に伝えられている場

合であって、交通状況等によりやむを得ず依頼のあった降車地点からずれ

た位置で停車せざるを得ない場合にあっては、停車する位置について停車

前に旅客と相談する。 

②合理的配慮の提供義務違反に該当すると考えられる事例 

・電話利用が困難な障害者から直接電話する以外の手段（メールや電話リレ

ーサービス等の手話を介した電話等）により各種手続が行えるよう対応を

求められた場合に、具体的に対応方法を検討せずに対応を断る。 
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２.４ 船舶 

(１)乗降 

① 乗降用設備 

考え方 

車椅子使用者等が、旅客船ターミナル等から旅客船内へのアプローチをスムーズに行

うことができるよう、連続性のある移動動線の確保につとめることが必要である。港湾

旅客施設は，波浪や潮位差等の影響を受ける特殊な条件下で供用されていることもあり，

タラップ、ボーディングブリッジ等の乗降用設備のバリアフリー化にあたっては、特別

の配慮が必要となる。 

タラップやボーディングブリッジ等の乗降用設備により段差部分を解消し、車椅子使

用者等のスムーズな移動への配慮に努めることが必要である。円滑に乗降支援を行うた

め、タラップやボーディングブリッジ等の乗降用設備、フラップ（補助板）等の維持管

理、係員・乗組員の教育訓練や体制の確保を図ることが重要である。 

 
移動等円滑化基準 

ハード基準 ソフト基準 

（乗降用設備） 
第四十七条 船舶に乗降するためのタラップそ

の他の設備を備える場合は、そのうち一以上

は、次に掲げる基準に適合するものでなければ

ならない。 
一 車椅子使用者が持ち上げられることなく

乗降できる構造のものであること。 

（乗降用設備） 
第九十八条 船舶に乗降するためのタラップそ

の他の設備が備えられた場合には、当該設備を

使用して、車椅子使用者が円滑に乗降するため

に必要となる役務を提供しなければならない。

ただし、当該設備を使用しなくても円滑に乗降

できる場合は、この限りでない。 
 

ガイドライン 

◎：移動等円滑化基準に基づく整備内容、○：標準的な整備内容、◇：望ましい整備内容 

タラップ等の 

乗降用設備を 

使用した乗降支援 

◎船舶に乗降するためのタラップその他の設備が備えられた場合

には、当該設備を使用して、車椅子使用者等が円滑に乗降するた

めに必要となる役務を提供する。ただし、当該設備を使用しなく

ても円滑に乗降できる場合は、この限りでない。 
○車椅子使用者等の求めに応じて使用できるように、タラップや

ボーディングブリッジ等の乗降用設備、フラップ等の乗降補助

具を維持管理する。 
○車椅子使用者等からの申し出に対応できるよう、係員・乗組員に

対して、タラップやボーディングブリッジ等の乗降用設備の操

作方法や、車椅子使用者等の乗降支援の方法に関する教育訓練

を継続的に実施する。 
○車椅子使用者等からの乗降支援の申し出に対応できるよう、係

員・乗組員の配置、勤務体制の確保を図る。 

○乗降支援は、車椅子使用者等の意向を尊重しつつ、揺れや天候等

を考慮しながら、乗降の安全が確保できる場所・方法で実施す

る。 
○乗降支援に当たっては、車椅子使用者等と意思疎通を図り、支援

の要否や内容・方法を確認する。 
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タラップ等の 

乗降用設備を 

使用した乗降支援 

○乗降用設備やその周辺が混雑している場合には、他の利用者に

乗降場所を空けてもらう等の声掛けをする。 
◇車椅子使用者等について、優先乗船を行う等、一般の旅客を含め

た利用者全体の円滑な乗降を行うことが望ましい。 
◇車椅子使用者等の乗降支援の方法に関する教育訓練は、当事者

やバリアフリーに関する専門家等の参加の下、実施することが

望ましい。 
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② 出入口 

考え方 

車椅子使用者等が、旅客船ターミナル等や車両区域から旅客船内へのアプローチをス

ムーズに行うことができるよう、連続性のある移動動線の確保につとめることが必要で

ある。 

船舶の安全を確保するために必要なコーミング等の設置により生じる段差の解消につ

いては、段差解消手段により危険な状態を生じないよう、船舶の安全を確保した適切な

手段であることが必要となる。また、この場合において、スロープ板等は、取り外し可

能なものとすることができる。スロープ板や可動式コーミング解消装置等を使用する場

合、乗組員による安全確認や設置等が必要になる。円滑に移動支援を行うため、スロー

プ板や可動式コーミング解消装置等の維持管理、乗組員の教育訓練や体制の確保を図る

ことが重要である。 

 
移動等円滑化基準 

ハード基準 ソフト基準 

（出入口） 
第四十八条 旅客が乗降するための出入口（舷門

又は甲板室の出入口をいう。第九十九条第一項

において同じ。）のうち一以上は、次に掲げる基

準に適合するものでなければならない。 
二 スロープ板その他の車椅子使用者が円滑

に通過できるための設備が備えられている

こと。 
２ 車両区域の出入口のうち一以上は、次に掲げ

る基準に適合するものでなければならない。 
二 スロープ板その他の車椅子使用者が円滑

に通過できるための設備が備えられている

こと。 

（出入口） 
第九十九条 旅客が乗降するための出入口につ

いては、第四十八条第一項第二号の設備が備え

られた場合には、当該設備を使用して、車椅子

使用者が円滑に通過するために必要となる役

務を提供しなければならない。ただし、当該設

備を使用しなくても円滑に通過できる場合は、

この限りでない。 
２ 車両区域の出入口については、第四十八条第

二項第二号の設備が備えられた場合には、当該

設備を使用して、車椅子使用者が円滑に通過す

るために必要となる役務を提供しなければな

らない。ただし、当該設備を使用しなくても円

滑に通過できる場合は、この限りでない。 
 

ガイドライン 

◎：移動等円滑化基準に基づく整備内容、○：標準的な整備内容、◇：望ましい整備内容 

出入口における 

移動支援 

◎旅客が乗降するための出入口に、スロープ板その他の車椅子使

用者が円滑に通過できるための設備が備えられた場合には、当

該設備を使用して、車椅子使用者が円滑に通過するために必要

となる役務を提供する。ただし、当該設備を使用しなくても円滑

に通過できる場合は、この限りでない。 
◎車両区域の出入口に、スロープ板その他の車椅子使用者が円滑

に通過できるための設備が備えられた場合には、当該設備を使

用して、車椅子使用者が円滑に通過するために必要となる役務

を提供する。ただし、当該設備を使用しなくても円滑に通過でき

る場合は、この限りでない。 
○車椅子使用者等の求めに応じて使用できるように、スロープ板

や可動式コーミング解消装置等を維持管理する。 
○スロープ板等は速やかに使用できる場所に配備する。 
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出入口における 

移動支援 

○車椅子使用者等からの申し出に対応できるよう、乗組員に対し

て、スロープ板や可動式コーミング解消装置等の操作方法や、車

椅子使用者等の乗降支援の方法に関する教育訓練を継続的に実

施する。 
○車椅子使用者等からの移動支援の申し出に対応できるよう、乗

組員の配置、勤務体制の確保を図る。 
○移動支援は、車椅子使用者等の意向を尊重しつつ、揺れや天候等

を考慮しながら、移動の安全が確保できる場所・方法で実施す

る。 
○移動支援に当たっては、車椅子使用者等と意思疎通を図り、支援

の要否や内容・方法を確認する。 
○船内や出入口が混雑している場合には、他の利用者に移動経路

を空けてもらう等の声掛けをする。 
◇車椅子使用者等について、優先乗船を行う等、一般の旅客を含め

た利用者全体の円滑な乗降を行うことが望ましい。 
◇車椅子使用者等の移動支援の方法に関する教育訓練は、当事者

やバリアフリーに関する専門家等の参加の下、実施することが

望ましい。 
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③ 通路 

考え方 

車椅子使用者等が、舷門または甲板室出入口、もしくは車両区域出入口から、基準適

合客席および車椅子スペースとの間の通路の移動を、スムーズかつ安全に行うことがで

きるよう、連続性のある移動動線の確保に努めることが必要である。また、基準適合客

席および車椅子スペースから船内旅客用設備までの経路も、全ての利用者がスムーズか

つ安全に通行可能なよう配慮をすることが必要である。基準適合客席および車椅子スペ

ースから船内旅客用設備までの経路に関しては、原則、単独で移動を可能とすることが

必要である。 

船舶の安全を確保するために必要な設備等により生じる段差の解消については、段差

解消手段により危険な状態を生じないよう、船舶の安全を確保した適切な手段であるこ

とが必要となる。また、この場合において、スロープ板等は、取り外し可能なものとす

ることができる。スロープ板や可動式コーミング解消装置等を使用する場合、乗組員に

よる安全確認や設置等が必要になる。円滑に移動支援を行うため、スロープ板や可動式

コーミング解消装置等の維持管理、乗組員の教育訓練や体制の確保を図ることが重要で

ある。 

 
移動等円滑化基準 

ハード基準 ソフト基準 

（通路） 
第五十一条 第四十八条第一項の基準に適合する

出入口及び同条第二項の基準に適合する車両区

域の出入口と第四十九条第一項又は第二項の基

準に適合する客席（以下「基準適合客席」とい

う。）及び前条の規定により設けられた車椅子ス

ペース（以下「船内車椅子スペース」という。）

との間の通路のうちそれぞれ一以上は、次に掲

げる基準に適合するものでなければならない。 
五 スロープ板その他の車椅子使用者が円滑に

通過できるための設備が備えられているこ

と。 
２ 前項の規定は、基準適合客席及び船内車椅子

スペースと船内旅客用設備（便所（第五十四条第

三項の規定により準用される第十三条第二項の

基準に適合する便所に限る。）、第五十五条の基

準に適合する食堂、第五十六条の基準に適合す

る売店及び総トン数二十トン以上の船舶の遊歩

甲板（通常の航行時において旅客が使用する暴

露甲板（通路と兼用のものは除く。）であって、

基準適合客席と同一の甲板上にあるものをい

う。第五十七条において同じ。）をいう。以下同

じ。）との間の通路のうちそれぞれ一以上につい

て準用する。この場合において、前項第一号中

「八十センチメートル」とあるのは「百二十セン

チメートル」と、同項第六号中「支障のないもの

（通路） 
第百一条 第五十一条第一項の通路について

は、同項第五号の設備が備えられた場合には、

当該設備を使用して、車椅子使用者が円滑に

通過するために必要となる役務を提供しなけ

ればならない。ただし、当該設備を使用しなく

ても円滑に通過できる場合は、この限りでな

い。 
２ 前項の規定は、第五十一条第二項の通路に

ついて準用する。この場合において、前項中

「同項第五号」とあるのは「同条第二項の規定

により準用される同条第一項第五号」と読み

替えるものとする。 
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であること」とあるのは「支障のないものであ

り、かつ、五十メートル以内ごとに車椅子が転回

し及び車椅子使用者同士がすれ違うことができ

る広さの場所が設けられていること」と読み替

えるものとする。 
 

ガイドライン 

◎：移動等円滑化基準に基づく整備内容、○：標準的な整備内容、◇：望ましい整備内容 

通路における 

移動支援 

◎舷門又は甲板室の出入口及び車両区域の出入口と基準適合客席

及び船内車椅子スペースとの間の通路、及び基準適合客席及び

船内車椅子スペースと船内旅客用設備との間の通路に、スロー

プ板その他の車椅子使用者が円滑に通過できるための設備が備

えられた場合には、当該設備を使用して、車椅子使用者等が円滑

に通過するために必要となる役務を提供する。ただし、当該設備

を使用しなくても円滑に通過できる場合は、この限りでない。 
○車椅子使用者等の求めに応じて使用できるように、スロープ板

や可動式コーミング解消装置等を維持管理する。 
○スロープ板等は速やかに使用できる場所に配備する。 
○車椅子使用者等からの申し出に対応できるよう、乗組員に対し

て、スロープ板や可動式コーミング解消装置等の操作方法や、車

椅子使用者等の移動支援の方法に関する教育訓練を継続的に実

施する。 
○車椅子使用者等からの移動支援の申し出に、迅速かつ確実に対

応できるよう、乗組員の配置、勤務体制の確保を図る。 
○移動支援は、車椅子使用者等の意向を尊重しつつ、揺れや天候等

を考慮しながら、移動の安全が確保できる場所・方法で実施す

る。 
○移動支援に当たっては、車椅子使用者等と意思疎通を図り、支援

の要否や内容・方法を確認する。 
○船内や出入口が混雑している場合には、他の利用者に移動経路

を空けてもらう等の声掛けをする。 
◇車椅子使用者等の乗降支援の方法に関する教育訓練は、当事者

やバリアフリーに関する専門家等の参加の下、実施することが

望ましい。 

 

 



 

- 98 - 

(２)通行部分 

① 昇降機 

考え方 

複数の甲板を有する船舶で、舷門または甲板室の出入口もしくは車両区域出入口と、

基準適合客席または車椅子スペースや、基準適合客席または車椅子スペースと、船内旅

客用設備が異なる甲板に設置されている場合には、その間の通路において、垂直移動が

必要となるため、エレベーターの設置による段差バリアの解消が必要である。エレベー

ターは、車椅子使用者の単独での利用をはじめ、車椅子使用者以外の障害者、高齢者、

ベビーカー使用者等、全ての利用者が、安全に、かつ容易に移動できるように、きめ細

かな配慮が望まれる。エレベーターの視覚障害者等の利用に当たっては、当該エレベー

ターの到着する階や出入口等が分かる必要がある。必要な情報を提供するため、音声案

内装置を設置するだけではなく、適切に使用するとともに、継続して機能を維持する。 

また、複数の甲板を有する船舶で、舷門または甲板室の出入口もしくは車両区域出入

口と、基準適合客席または車椅子スペースが異なる甲板に設置されている場合であって、

その間の通路における垂直方向のバリアを解消するため、車椅子対応エスカレーター等

を使用し、車椅子使用者等を支援する場合には、乗組員による安全確認や操作等が必要

になる。円滑に移動支援を行うため、これらの昇降機等の維持管理、乗組員の教育訓練

や体制の確保を図ることが重要である。 

 
移動等円滑化基準 

ハード基準 ソフト基準 

（移動等円滑化された経路） 
第四条  
７ 移動等円滑化された経路を構成するエレベ

ーターは、次に掲げる基準に適合するものでな

ければならない。 
二 籠の内法幅は百四十センチメートル以上で

あり、内法奥行きは百三十五センチメートル以

上であること。ただし、籠の出入口が複数ある

エレベーターであって、車椅子使用者が円滑に

乗降できる構造のもの（開閉する籠の出入口を

音声により知らせる設備が設けられているも

のに限る。）については、この限りでない。 
八 籠内に、籠が到着する階並びに籠及び昇降路

の出入口の戸の閉鎖を音声により知らせる設

備が設けられていること。 
十二 乗降ロビーには、到着する籠の昇降方向を

音声により知らせる設備が設けられているこ

と。ただし、籠内に籠及び昇降路の出入口の戸

が開いた時に籠の昇降方向を音声により知ら

せる設備が設けられている場合又は当該エレ

ベーターの停止する階が二のみである場合は、

この限りでない。 
（出入口） 
第四十八条 旅客が乗降するための出入口（舷門

（昇降機） 
第百二条 第五十一条第二項において準用する

同条第一項の基準に適合する通路に設けられ

たエレベーターについては、次に掲げる基準を

遵守しなければならない。 
一 籠内については、第五十三条第七項の規定に

より準用される第四条第七項第二号ただし書

の設備が設けられた場合には、当該設備を使用

して、開閉する籠の出入口が音声により知らさ

れるようにすること。 
二 籠内については、第五十三条第七項の規定に

より準用される第四条第七項第八号の設備が

設けられた場合には、当該設備を使用して、籠

が到着する階並びに籠及び昇降路の出入口の

戸の閉鎖が音声により知らされるようにする

こと。 
三 乗降ロビーについては、第五十三条第七項の

規定により準用される第四条第七項第十二号

本文の設備が設けられた場合には、当該設備を

使用して、到着する籠の昇降方向が音声により

知らされるようにすること。 
四 籠内については、第五十三条第七項の規定に

より準用される第四条第七項第十二号ただし

書の設備が設けられた場合には、当該設備を使
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又は甲板室の出入口をいう。第九十九条第一項

において同じ。）のうち一以上は、次に掲げる基

準に適合するものでなければならない。 
２ 車両区域の出入口のうち一以上は、次に掲げ

る基準に適合するものでなければならない。 
（通路） 
第五十一条 第四十八条第一項の基準に適合す

る出入口及び同条第二項の基準に適合する車

両区域の出入口と第四十九条第一項又は第二

項の基準に適合する客席（以下「基準適合客席」

という。）及び前条の規定により設けられた車

椅子スペース（以下「船内車椅子スペース」と

いう。）との間の通路のうちそれぞれ一以上は、

次に掲げる基準に適合するものでなければな

らない。 
２ 前項の規定は、基準適合客席及び船内車椅子

スペースと船内旅客用設備（便所（第五十四条

第三項の規定により準用される第十三条第二

項の基準に適合する便所に限る。）、第五十五条

の基準に適合する食堂、第五十六条の基準に適

合する売店及び総トン数二十トン以上の船舶

の遊歩甲板（通常の航行時において旅客が使用

する暴露甲板（通路と兼用のものは除く。）であ

って、基準適合客席と同一の甲板上にあるもの

をいう。第五十七条において同じ。）をいう。以

下同じ。）との間の通路のうちそれぞれ一以上

について準用する。この場合において、前項第

一号中「八十センチメートル」とあるのは「百

二十センチメートル」と、同項第六号中「支障

のないものであること」とあるのは「支障のな

いものであり、かつ、五十メートル以内ごとに

車椅子が転回し及び車椅子使用者同士がすれ

違うことができる広さの場所が設けられてい

ること」と読み替えるものとする。 
（昇降機） 
第五十三条 第四十八条第一項の基準に適合す

る出入口及び同条第二項の基準に適合する車

両区域の出入口と基準適合客席又は船内車椅

子スペースが別甲板にある場合には、第五十一

条第一項の基準に適合する通路に、エレベータ

ー、エスカレーターその他の昇降機であって高

齢者、障害者等の円滑な利用に適した構造のも

のを一以上設けなければならない。 
６ 基準適合客席又は船内車椅子スペースと船

用して、籠及び昇降路の出入口の戸が開いた時

に籠の昇降方向が音声により知らされるよう

にすること。 
２ 第五十一条第一項の基準に適合する通路に

設けられたエスカレーターその他の昇降機（エ

レベーターを除く。）であって高齢者、障害者等

の円滑な利用に適した構造のものについては、

車椅子使用者が当該昇降機を円滑に利用する

ために必要となる役務を提供しなければなら

ない。ただし、当該昇降機を使用しなくても円

滑に昇降できる場合は、この限りでない。 
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内旅客用設備が別甲板にある場合には、第五十

一条第二項において準用する同条第一項の基

準に適合する通路にエレベーターを一以上設

けなければならない。 
７ 第四条第七項（同項第四号を除く。）及び第二

項第二号の規定は、前項の規定により設けられ

るエレベーターについて準用する。 
 

ガイドライン 

◎：移動等円滑化基準に基づく整備内容、○：標準的な整備内容、◇：望ましい整備内容 

籠内の 

音声による 

情報提供 

◎基準適合客席または車椅子スペースと、船内旅客用設備の間の

通路において、籠の出入口が複数あるエレベーターの籠内に、開

閉する籠の出入口を音声により知らせる設備が設けられた場合

には、当該設備を使用して、開閉する籠の出入口を音声により知

らせる。 
◎基準適合客席または車椅子スペースと、船内旅客用設備の間の

通路において、エレベーターの籠内に、籠が到着する階並びに籠

及び昇降路の出入口の戸の閉鎖を音声により知らせる設備が設

けられた場合には、当該設備を使用して、籠が到着する階並びに

籠及び昇降路の出入口の戸の閉鎖を音声により知らせる。 
◎基準適合客席または車椅子スペースと、船内旅客用設備の間の

通路において、エレベーターの籠内に、籠及び昇降路の出入口の

戸が開いた時に籠の昇降方向を音声により知らせる設備が設け

られた場合には、当該設備を使用して、籠及び昇降路の出入口の

戸が開いた時に籠の昇降方向を音声により知らせる。 
○継続して音声により情報提供できるように、音声案内装置を維

持管理する。 

 

乗降ロビーの 

音声による 

情報提供 

◎基準適合客席または車椅子スペースと、船内旅客用設備の間の

通路において、エレベーターの乗降ロビーに、到着する籠の昇降

方向を音声により知らせる設備が設けられた場合には、当該設

備を使用して、到着する籠の昇降方向を音声により知らせる。 
○継続して音声により情報提供できるように、音声案内装置を維

持管理する。 

 

エスカレーター等の

昇降機による 

移動支援 

◎舷門又は甲板室の出入口及び車両区域の出入口と基準適合客席

及び船内車椅子スペースとの間の通路に、エスカレーターその

他の昇降機（エレベーターを除く。）であって高齢者、障害者等

の円滑な利用に適した構造のものが設けられた場合には、車椅

子使用者等が当該昇降機を円滑に利用するために必要となる役

務を提供する。ただし、当該昇降機を使用しなくても円滑に昇降

できる場合は、この限りでない。 
○車椅子使用者等の求めに応じて使用できるように、エスカレー

ター・階段昇降機等の昇降機を維持管理する。 
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エスカレーター等の

昇降機による 

移動支援 

○車椅子使用者等からの申し出に対応できるよう、乗組員に対し

て、車椅子使用者等の移動支援の方法に関する教育訓練を継続

的に実施する。 
○車椅子使用者等からの昇降機による移動支援の申し出に対応で

きるよう、乗組員の配置、勤務体制の確保を図る。 
○移動支援は、車椅子使用者等の意向を尊重しつつ、揺れや天候等

を考慮しながら、移動の安全が確保できる方法で実施する。 
○移動支援に当たっては、車椅子使用者等と意思疎通を図り、支援

の要否や内容・方法を確認する。 
○昇降機付近等が混雑している場合には、他の利用者に移動場所

を空けてもらう等の声掛けをする。 
◇車椅子使用者等の移動支援の方法に関する教育訓練は、当事者

やバリアフリーに関する専門家等の参加の下、実施することが

望ましい。 
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(３)客席等 

① 車椅子スペース 

考え方 

車椅子から降りて椅子席等に着席することが不都合な場合を想定し、車椅子のまま船

内にとどまることができるスペースを確保する必要がある。 

航行中の車椅子使用者等の安全を確保するため、車椅子を車椅子固定装置に固定する

場合、仕様によっては、乗組員による固定・解除等が必要になる場合がある。円滑に支

援を行うため、車椅子固定装置の維持管理、乗組員の教育訓練や体制の確保を図ること

が重要である。 

 
移動等円滑化基準 

ハード基準 ソフト基準 

（車椅子スペース） 
第五十条 旅客定員百人ごとに一以上の割合で、

次に掲げる基準に適合する車椅子スペースを

車椅子使用者が円滑に利用できる場所に設け

なければならない。ただし、航行予定時間が八

時間以上であり、かつ、客席として座席又は寝

台のみが設けられている船舶については、この

限りでない。 
五 車椅子を固定することができる設備が設

けられていること。 

（車椅子スペース） 
第百条 船内車椅子スペースについては、第五十

条第五号の設備が設けられた場合には、当該設

備を使用して、車椅子を固定するために必要と

なる役務を提供しなければならない。ただし、

当該設備を使用しなくても車椅子を固定でき

る場合又は車椅子の構造上の理由により車椅

子の固定が困難な場合は、この限りでない。 

 
ガイドライン 

◎：移動等円滑化基準に基づく整備内容、○：標準的な整備内容、◇：望ましい整備内容 

船内における 

車椅子の固定 

◎船内の車椅子スペースに、車椅子を固定することができる設備

が設けられた場合には、当該設備を使用して、車椅子を固定する

ために必要となる役務を提供する。ただし、当該設備を使用しな

くても車椅子を固定できる場合又は車椅子の構造上の理由によ

り車椅子の固定が困難な場合は、この限りでない。 
○車椅子使用者等の求めに応じて使用できるように、車椅子固定

装置を維持管理する。 
○車椅子使用者等からの申し出に対応できるよう、乗組員に対し

て、車椅子固定装置の操作方法、車椅子使用者等の支援の方法に

関する教育訓練を継続的に実施する。 
○車椅子使用者等からの車椅子の固定の申し出に対応できるよ

う、乗組員の配置、勤務体制の確保を図る。 
○支援に当たっては、車椅子使用者等と意思疎通を図り、支援の内

容を確認する。 
○固定を行う際は、車椅子のブレーキをかけ、固定装置を使用して

固定する。 
○腰ベルト等を使用する場合は、正しい位置に装着する。 
○船内が混雑している場合には、他の利用者に車椅子スペースを

空けてもらう等の声掛けをする。 
◇車椅子が固定されているか適宜確認することが望ましい。 
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船内における 

車椅子の固定 

◇車椅子使用者等の支援の方法に関する教育訓練は、当事者やバ

リアフリーに関する専門家等の参加の下、実施することが望ま

しい。 
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(４) 船内旅客用設備 

① トイレ 

考え方 

便所は、全ての利用者がアクセスしやすい構造とする必要がある。視覚障害者等が便

所を円滑に利用するに当たっては、当該便所の男子用及び女子用の区別（当該区別があ

る場合）並びに便所の構造が知らされる必要がある。必要な情報を提供するため、音に

よる案内装置を設置するだけではなく、継続して機能を維持することが重要である。 

 
移動等円滑化基準 

ハード基準 ソフト基準 

（便所） 
第十三条 便所を設ける場合は、当該便所は、次

に掲げる基準に適合するものでなければなら

ない。 
一 便所の出入口付近に、男子用及び女子用の

区別（当該区別がある場合に限る。）並びに便

所の構造を音、点字その他の方法により視覚

障害者に示すための設備が設けられている

こと。 
（便所） 
第五十四条 
２ 第十三条第一項の規定は、船舶に便所を設け

る場合について準用する。 

（便所） 
第百三条 便所の出入口付近については、第五十

四条第二項の規定により準用される第十三条

第一項第一号の設備（音によるものに限る。）が

設けられた場合には、当該設備を使用して、男

子用及び女子用の区別（当該区別がある場合に

限る。）並びに便所の構造が音により視覚障害

者に示されるようにしなければならない。 

 
ガイドライン 

◎：移動等円滑化基準に基づく整備内容、○：標準的な整備内容、◇：望ましい整備内容 

便所の出入口付近の

音による案内 

◎便所の出入口付近に、男子用及び女子用の区別（当該区別がある

場合に限る。）並びに便所の構造を音により視覚障害者に示すた

めの設備が設けられた場合には、当該設備を使用して、男子用及

び女子用の区別（当該区別がある場合に限る。）並びに便所の構

造を音により視覚障害者に示す。 
○継続して音により情報提供できるように、音による案内装置を

維持管理する。 
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② 食堂 

考え方 

食堂については、旅客船の大きさ、航行時間、旅客定員等様々な理由から設置の必要

性が発生し、設置されているものであり、全ての人が同様のレベルのサービスを享受す

ることを原則として考えることが必要である。 

聴覚障害者は、アナウンスや乗組員の声が聞こえない・聞こえにくい、自分の要求が

伝えられない・伝えにくい等の状況がある。必要に応じて、聴覚障害者等の円滑な意思

疎通を図るため、筆談等により意思疎通を図るとともに、必要な乗組員の教育訓練や体

制の確保を図ることが重要である。 

 
移動等円滑化基準 

ハード基準 ソフト基準 

（食堂） 
第五十五条 専ら旅客の食事の用に供する食堂

を設ける場合は、そのうち一以上は、次に掲げ

る基準に適合するものでなければならない。 
五 聴覚障害者が文字により意思疎通を図る

ための設備が備えられていること。この場合

においては、当該設備を保有している旨を当

該食堂に表示すること。 

（食堂） 
第百四条 専ら旅客の食事の用に供する食堂に

ついては、第五十五条第五号の設備が備えられ

た場合には、聴覚障害者からの求めに応じ、当

該設備を使用して、文字により意思疎通を図ら

なければならない。 

 
ガイドライン 

◎：移動等円滑化基準に基づく整備内容、○：標準的な整備内容、◇：望ましい整備内容 

聴覚障害者用 

コミュニケーション

設備を使用した 

意思疎通 

◎専ら旅客の食事の用に供する食堂に、聴覚障害者が文字により

意思疎通を図るための設備が備えられた場合には、聴覚障害者

等からの求めに応じ、当該設備を使用して、文字により意思疎通

を図る。 
○聴覚障害者等の求めに応じて使用できるように、筆談用具等を

維持管理する。 
○筆談用具等は速やかに使用できる場所に配備する。 
○聴覚障害者等からの申し出に対応できるよう、乗組員に対して、

筆談用具等を使用した聴覚障害者等との意思疎通の方法に関す

る教育訓練を継続的に実施する。 
○聴覚障害者等からの筆談用具等を使用した意思疎通の申し出に

対応できるよう、乗組員の配置、勤務体制の確保を図る。 
◇聴覚障害者等との筆談用具等を使用した意思疎通の方法に関す

る教育訓練は、当事者やバリアフリーに関する専門家等の参加

の下、実施することが望ましい。 
◇話し言葉や文字表現による意思疎通が困難な高齢者、障害者等

が自分の意思及び要求を相手に的確に伝え理解させることを支

援する絵記号（JIST0103）を利用したコミュニケーション支援

ボード等を使用して意思疎通を図ることが望ましい。 
◇意思疎通を支援するアプリケーションソフトウェア等を導入す

ることが望ましい。 
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③ 売店 

考え方 

売店については、旅客船の大きさ、航行時間、旅客定員等様々な理由から設置の必要

性が発生し、設置されるものであり、全ての人が同様のレベルのサービスを享受するこ

とを原則として考えることが必要である。 

聴覚障害者は、アナウンスや乗組員の声が聞こえない・聞こえにくい、自分の要求が

伝えられない・伝えにくい等の状況がある。必要に応じて、聴覚障害者等の円滑な意思

疎通を図るため、筆談等により意思疎通を図るとともに、必要な乗組員の教育訓練や体

制の確保を図ることが重要である。 

 
移動等円滑化基準 

ハード基準 ソフト基準 

（売店） 
第五十六条 一以上の売店（専ら人手により物品

の販売を行うための設備に限る。第百五条にお

いて同じ。）には、聴覚障害者が文字により意思

疎通を図るための設備を備えなければならな

い。この場合においては、当該設備を保有して

いる旨を当該売店に表示するものとする。 

（売店） 
第百五条 売店については、第五十六条の設備が

備えられた場合には、聴覚障害者からの求めに

応じ、当該設備を使用して、文字により意思疎

通を図らなければならない。 

 
ガイドライン 

◎：移動等円滑化基準に基づく整備内容、○：標準的な整備内容、◇：望ましい整備内容 

聴覚障害者用 

コミュニケーション 

設備を使用した 

意思疎通 

◎売店に、聴覚障害者が文字により意思疎通を図るための設備が

備えられた場合には、聴覚障害者等からの求めに応じ、当該設備

を使用して、文字により意思疎通を図る。 
○聴覚障害者等の求めに応じて使用できるように、筆談用具等を

維持管理する。 
○筆談用具等は速やかに使用できる場所に配備する。 
○聴覚障害者等からの申し出に対応できるよう、乗組員に対して、

筆談用具等を使用した聴覚障害者等との意思疎通の方法に関す

る教育訓練を継続的に実施する。 
○聴覚障害者等からの筆談用具等を使用した意思疎通の申し出に

対応できるよう、乗組員の配置、勤務体制の確保を図る。 
◇聴覚障害者等との筆談用具等を使用した意思疎通の方法に関す

る教育訓練は、当事者やバリアフリーに関する専門家等の参加

の下、実施することが望ましい。 
◇話し言葉や文字表現による意思疎通が困難な高齢者、障害者等

が自分の意思及び要求を相手に的確に伝え理解させることを支

援する絵記号（JIST0103）を利用したコミュニケーション支援

ボード等を使用して意思疎通を図ることが望ましい。 
◇意思疎通を支援するアプリケーションソフトウェア等を導入す

ることが望ましい。 
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④ 遊歩甲板 

考え方 

旅客が風景等を楽しむための遊歩甲板については、車椅子使用者等が当該遊歩甲板に

出ることができるようにすることが望ましい。 

船舶の安全を確保するために必要なコーミング等の設置により生じる段差の解消につ

いては、段差解消手段により危険な状態を生じないよう、船舶の安全を確保した適切な

手段であることが必要となる。また、この場合において、スロープ板等は、取り外し可

能なものとすることができる。スロープ板や可動式コーミング解消装置等を使用する場

合、乗組員による安全確認や設置等が必要になる。円滑に移動支援を行うため、スロー

プ板や可動式コーミング解消装置等の維持管理、乗組員の教育訓練や体制の確保を図る

ことが重要である。 

 
移動等円滑化基準 

ハード基準 ソフト基準 

（遊歩甲板） 
第五十七条 総トン数二十トン以上の船舶の遊

歩甲板は、次に掲げる基準に適合するものでな

ければならない。 
二 段を設ける場合は、スロープ板その他の車

椅子使用者が円滑に通過できるための設備

が備えられていること。 

（遊歩甲板） 
第百六条 総トン数二十トン以上の船舶の遊歩

甲板については、第五十七条第二号の設備が備

えられた場合には、当該設備を使用して、車椅

子使用者が円滑に通過するために必要となる

役務を提供しなければならない。ただし、当該

設備を使用しなくても円滑に通過できる場合

は、この限りでない。 
 

ガイドライン 

◎：移動等円滑化基準に基づく整備内容、○：標準的な整備内容、◇：望ましい整備内容 

遊歩甲板における 

移動支援 

◎総トン数二十トン以上の船舶の遊歩甲板に、スロープ板その他

の車椅子使用者が円滑に通過できるための設備が備えられた場

合には、当該設備を使用して、車椅子使用者等が円滑に通過する

ために必要となる役務を提供する。ただし、当該設備を使用しな

くても円滑に通過できる場合は、この限りでない。 
○車椅子使用者等の求めに応じて使用できるように、スロープ板

や可動式コーミング解消装置等を維持管理する。 
○スロープ板等は速やかに使用できる場所に配備する。 
○車椅子使用者等からの申し出に対応できるよう、乗組員に対し

て、スロープ板や可動式コーミング解消装置等の操作方法や、車

椅子使用者等の移動支援の方法に関する教育訓練を継続的に実

施する。 
○車椅子使用者等からの移動支援の申し出に対応できるよう、乗

組員の配置、勤務体制の確保を図る。 
○移動支援は、車椅子使用者等の意向を尊重しつつ、揺れや天候等

を考慮しながら、移動の安全が確保できる場所・方法で実施す

る。 
○移動支援に当たっては、車椅子使用者等と意思疎通を図り、支援

の要否や内容・方法を確認する。 
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遊歩甲板における 

移動支援 

○遊歩甲板が混雑している場合には、他の利用者に移動経路を空

けてもらう等の声掛けをする。 
◇車椅子使用者等の移動支援の方法に関する教育訓練は、当事者

やバリアフリーに関する専門家等の参加の下、実施することが

望ましい。 
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(５)情報提供 

① 運航情報提供設備 

考え方 

目的港の港名その他船舶の運航に関する情報を的確に提供するよう配慮する。 

また、事故等緊急時には利用者にできるだけ早く新しい情報を的確に提供するよう 

配慮する。 

運航情報提供設備を設置するだけではなく、適切に使用するとともに、必要な設備の

維持管理、乗組員の教育訓練や体制の確保を図ることが重要である。 

 
移動等円滑化基準 

ハード基準 ソフト基準 

（運航情報提供設備） 
第五十九条 目的港の港名その他の当該船舶の

運航に関する情報を文字等により表示するた

めの設備及び音声により提供するための設備

を備えなければならない。 

（運航情報提供設備） 
第百七条 目的港の港名その他の当該船舶の運

航に関する情報を文字等により表示するため

の設備が備えられた場合には、当該設備を使用

して、当該情報が文字等により適切に表示され

るようにしなければならない。ただし、文字等

による表示が困難な場合は、この限りでない。 
２ 目的港の港名その他の当該船舶の運航に関

する情報を音声により提供するための設備が

備えられた場合には、当該設備を使用して、当

該情報が音声により提供されるようにしなけ

ればならない。ただし、音声による提供が困難

な場合は、この限りでない。 
 

ガイドライン 

◎：移動等円滑化基準に基づく整備内容、○：標準的な整備内容、◇：望ましい整備内容 

文字等による 

運航情報の提供 

◎目的港の港名その他の当該船舶の運航に関する情報（行き先及

び種別。これらが運航開始後に変更される場合は、その変更後の

ものを含む。）を文字等により表示するための設備が備えられた

場合には、当該設備を使用して、当該情報を文字等により適切に

表示する。ただし、文字等による表示が困難な場合は、この限り

でない。 
○事故や緊急時に、利用者が次の行動について判断をすることが

できるよう、的確な情報を可能な限り早く提供する。 
○継続して情報提供できるように、運航情報提供設備を維持管理

する。 
○目的港の港名その他の当該船舶の運航に関する情報を文字等に

より提供できるように、設備の操作方法について乗組員の教育

訓練を継続的に実施する。 
○目的港の港名その他の当該船舶の運航に関する情報を文字等に

より提供できるように、乗組員の配置、勤務体制の確保を図る。 
◇聴覚障害あるいは言語障害のある利用者に対して、その障害の

特性に応じた意思疎通手段（メモや筆談ボード等）を用いて情報

を提供することが望ましい。 
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文字等による 

運航情報の提供 

◇スマートフォン等の携帯端末で情報を提供するサービスを導入

することが望ましい。 
 

音声による 

運航情報の提供 

◎目的港の港名その他の当該船舶の運航に関する情報（行き先及

び種別。これらが運航開始後に変更される場合は、その変更後の

ものを含む。）を音声により提供するための設備が備えられた場

合には、当該設備を使用して、当該情報を音声により提供する。

ただし、音声による提供が困難な場合は、この限りでない。 
○音声による情報は、聞き取りやすい音量、音質、速さ、回数等で

提供する。 
○事故や緊急時に、利用者が次の行動について判断をすることが

できるよう、的確な情報を可能な限り早く提供する。 
○継続して情報提供できるように、運航情報提供設備を維持管理

する。 
○目的港の港名その他の当該船舶の運航に関する情報を音声によ

り提供できるように、設備の操作方法について乗組員の教育訓

練を継続的に実施する。 
○目的港の港名その他の当該船舶の運航に関する情報を音声によ

り提供できるように、乗組員の配置、勤務体制の確保を図る。 
◇スマートフォン等の携帯端末で情報を提供するサービスを導入

することが望ましい。 
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② 船内旅客用設備等の配置の案内設備 

考え方 

船内旅客用設備等についての情報提供や船内の案内は、視覚障害者等をはじめ全ての

旅客の移動を円滑にするために必要であり、掲載内容も同等とすることが望ましい。視

覚障害者等の船舶における円滑な移動に当たっては、基準適合客席、船内車椅子スペー

ス、昇降機、船内旅客用設備及び非常口の配置の案内が知らされる必要がある。 

必要な情報を提供するため、音による案内装置を設置するだけではなく、継続して機

能を維持することが重要である。 

 
移動等円滑化基準 

ハード基準 ソフト基準 

（基準適合客席、船内車椅子スペース、昇降機、

船内旅客用設備及び非常口の配置の案内） 
第六十条 
２ 基準適合客席、船内車椅子スペース、昇降機、

船内旅客用設備及び非常口の配置を音、点字そ

の他の方法により視覚障害者に示すための設

備を設けなければならない。 

（基準適合客席、船内車椅子スペース、昇降機、

船内旅客用設備及び非常口の配置の案内） 
第百八条 第六十条第二項の設備（音によるもの

に限る。）が設けられた場合には、当該設備を使

用して、基準適合客席、船内車椅子スペース、

昇降機、船内旅客用設備及び非常口の配置が音

により視覚障害者に示されるようにしなけれ

ばならない。 
 

ガイドライン 

◎：移動等円滑化基準に基づく整備内容、○：標準的な整備内容、◇：望ましい整備内容 

船内旅客用設備等 

の配置の案内 

◎基準適合客席、船内車椅子スペース、昇降機、船内旅客用設備及

び非常口の配置を音により視覚障害者に示すための設備が設け

られた場合には、当該設備を使用して、基準適合客席、船内車椅

子スペース、昇降機、船内旅客用設備及び非常口の配置を音によ

り視覚障害者に示す。 
○継続して音により情報提供できるように、音による案内装置を

維持管理する。 

 

 
参考：「２.４船舶」に関する国土交通省所管事業における障害を理由とする差別の解消の推進に関する

対応指針 

国土交通省所管事業における障害を理由とする差別の解消の推進に関する対応指針 

（不当な差別的取扱い及び合理的配慮の具体例） 

対外旅客 

定期航路 

事業関係 

不当な 

差別的 

取扱い 

①正当な理由がなく、不当な差別的取扱いにあたると想定される事例 

・障害があることを理由に窓口手続きを拒否する。 

・障害があることを理由に対応の順序を後回しにする。 

・お互いに相手の立場を尊重しながら、相互理解を図ることなく、障害があ

ることやそれに伴い車椅子を利用する等の社会的障壁を解消するための手

段の利用等を理由として、単独での乗船を拒否する。 

・船内宿泊の際、障害があることを理由に、個室の予約を断る。 

・身体障害者補助犬法に基づく盲導犬、聴導犬及び介助犬の帯同を理由とし

て乗船を拒否する。 

・障害者が介助者を伴って窓口に行った際に、障害者本人の意思を全く確認

せず、介助者のみに対応を求める。 
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対外旅客 

定期航路 

事業関係 

不当な 

差別的 

取扱い 

・障害があることのみを理由として、一律に、障害者に対して必要な説明を

省略する、または説明を行わない。 

・障害があることや車椅子の利用等の社会的障壁を解消するための手段の利

用等を理由に、一律に介助者の同伴を求める。 

 

②障害を理由としない、又は、正当な理由があるため、不当な差別的取扱い

にあたらないと考えられる事例 

・合理的配慮を提供等するために必要な範囲で、プライバシーに配慮しつ

つ、障害者に障害の状況等を確認する。（権利・利益の保護） 
・障害の程度から客観的に判断して、緊急時に、乗組員が他の乗客の安全の

確保を図りつつ補助を行ったとしても、安全に避難することが困難と考え

られる場合において、当該障害者に介助者の付き添いを求める。（安全の確

保） 
・乗組員が乗降を補助する必要がある場合において、限られた乗組員で船舶

を安全に離着岸させる都合上、乗下船の順番を前後させる。（安全の確保） 
・障害者から誘導や介助を求められた際に、限られた乗組員により運航して

いる関係上すぐに対応が困難である場合、丁寧に説明したうえで、待って

もらう。（事業の目的・内容・機能の維持） 
・乗組員の不足により障害者のアテンドが困難であり、安全性等に問題があ

る場合、予約時点で理由を丁寧に説明するなどして、別日・時間への変更

等を提案する。（事業の目的・内容・機能の維持） 
・車椅子ご利用団体（一定数以上）乗船の場合において、限られた施設（エ

レベーターの数など）で対応するため、十分な研修を受けたスタッフの配

置や関係者間の情報共有により所要時間の短縮を図った上でも、やむを得

ず通常の乗船時間前に乗船手続及び乗船を行う。（事業の目的・内容・機能

の維持） 
・利用中の車椅子の他に、手荷物として別途車椅子を持ち込む場合（競技用

車椅子の持ち込みなど）には、格納場所等の確保の観点から、乗船日程や

便をあらかじめ提案する。（事業の目的・内容・機能の維持） 
・乗客タラップ損傷の一時的なハード面における課題時において、車椅子利

用者の乗船日程をハード面の課題解決後とする。（安全の確保） 
  

合理的

配慮 

①合理的配慮の提供の事例 

・障害者や介助者等からの意思の表明（障害特性によっては自らの意思を表

現することが困難な場合があることに留意。以下同じ。）に応じて、筆談、

読み上げ、手話、コミュニケーションボードや IT 機器（タブレット等に

よる図や絵）の活用などによるコミュニケーション、振り仮名や写真、イ

ラストなど分かりやすい表現を使って説明をするなどの意思疎通に係る対

応を行う。 
・車椅子の配置（環境の整備）に努めたうえで、障害者や介助者等からの意

思の表明に応じて、所有台数の範囲内に限り車椅子の貸し出しを行う。 

・車椅子使用者からの申し出を受けて、旅客船の乗降時等に障壁がある場所

において、職員による補助を行う。 

・電話や窓口において、障害者が事前に申告または相談したことについて、

連携を図ることが可能な場合においては、関係部署への引継ぎや情報共有 
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対外旅客 

定期航路 

事業関係 

合理的 

配慮 

を行う。 

・車のまま乗船したい旨事前に申込みがあった場合には、可能な限り、客室

に近い駐車スペースを確保する。 

・障害者割引制度などを、利用者へ積極的に周知・案内する。 

・研修等により、車椅子固定具やスロープなどの船舶設備の扱い方を乗組員

が習熟することで、車椅子使用者が必要とする際に、適切に対応を行う。 
・災害発生時を考慮し、迅速かつ円滑な補助を行うため、障害者や介助者等

からの意思の表明に応じて、障害者の座席などを出入口付近やバリアフリ

ートイレ付近を提案する。 
②合理的配慮の提供義務違反に該当すると考えられる事例 

・電話利用が困難な障害者から直接電話する以外の手段（メールや電話リレ

ーサービス等の手話を介した電話等）により各種手続が行えるよう対応を

求められた場合に、具体的に対応方法を検討せずに対応を断る。 

③合理的配慮の提供義務違反に該当しないと考えられる事例 

・障害内容や必要な配慮に関する情報の提供が行われない（配慮を提供する

側がどのような対応をとることが適切であるか判断ができない）状況にお

いて、建設的な対話なく配慮の提供を求める障害者の対応を断る。（障害者

側が建設的対話に応じないもの） 

・障害を理由として、上等級への繰上要求が行われた場合に、理由を丁寧に

説明した上で断る。（障害者以外と比べて同等以上の機会提供） 

・客観的に見ても通常の範囲を超えた過剰な量の手荷物等を、船員または陸

上職員に運搬させる要求に対し、理由を丁寧に説明したうえで断る。（本来

の業務に付随しないもの） 

国内旅客

船業関係 

不当な 

差別的

取扱い 

①正当な理由がなく、不当な差別的取扱いにあたると想定される事例 

・お互いに相手の立場を尊重しながら相互理解を図ることなく、障害がある

ことやそれに伴い車椅子を利用する等の社会的障壁を解消するための手段

の利用等を理由として、単独での乗船を拒否する。 

・身体障害者補助犬法に基づく盲導犬、聴導犬及び介助犬の帯同を理由とし

て乗船を拒否する。 

・船内宿泊の際、障害があることを理由に、個室の予約を断る。 

・お互いに相手の立場を尊重しながら相互理解を図ることなく、事前連絡が

無かったことを理由に乗船を拒否する。 

・障害者が介助者を伴って窓口に行った際に、障害者本人の意思を全く確認

せず、介助者のみに対応を求める。 

・障害があることのみを理由として、一律に、障害者に対して必要な説明を

省略する、または説明を行わない。 

・障害があることや車椅子の利用等の社会的障壁を解消するための手段の利

用等を理由に、一律に介助者の同伴を求める。 

②障害を理由としない、又は、正当な理由があるため、不当な差別的取扱い

にあたらないと考えられる事例 

・合理的配慮を提供等するために必要な範囲で、プライバシーに配慮しつ

つ、障害者に障害の状況等を確認する。（権利・利益の保護） 
・障害の程度から客観的に判断して、緊急時に、乗組員が他の乗客の安全の

確保を図りつつ補助を行ったとしても、安全に避難することが困難と考え  
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国内旅客 

船業関係 

不当な 

差別的

取扱い 

られる場合において、当該障害者に介助者の付き添いを求める。（安全の確

保） 
・乗組員が乗降を補助する必要がある場合において、限られた乗組員で船舶

を安全に離着岸させる都合上、乗下船の順番を前後させる。（事業の目的・

内容・機能の維持） 

合理的

配慮 

①合理的配慮の提供の事例 

・障害者や介助者等からの意思の表明（障害特性によっては自らの意思を表

現することが困難な場合があることに留意。以下同じ。）に応じて、筆談、

読み上げ、手話、コミュニケーションボードや IT 機器（タブレット等に

よる図や絵）の活用などによるコミュニケーション、振り仮名や写真、イ

ラストなど分かりやすい表現を使って説明をするなどの意思疎通に係る対

応を行う。 
・車椅子利用者や介助者等からの意思の表明に応じて、乗下船する際に段差

があった場合にスロープを渡す等の対応を行う。 

・電話や窓口において、障害者が事前に申告または相談したことについて、

連携を図ることが可能な場合においては、関係部署への引継ぎや情報共有

を行う。 

・車のまま乗船したい旨事前に申込みがあった場合には、可能な限り、客室

に近い駐車スペースを確保する。 

・障害者割引制度などを、利用者へ積極的に周知・案内する。 

・研修等により、車椅子固定具やスロープなどの船舶設備の扱い方を乗組員

が習熟することで、車椅子使用者が必要とする際に、適切に対応を行う。 

②合理的配慮の提供義務違反に該当すると考えられる事例 

・電話利用が困難な障害者から直接電話する以外の手段（メールや電話リレ

ーサービス等の手話を介した電話等）により各種手続が行えるよう対応を

求められた場合に、具体的に対応方法を検討せずに対応を断る。 

③合理的配慮の提供義務違反に該当しないと考えられる事例 

・サポートできる範囲などについて乗船前にお互いに相手の立場を尊重しな

がら、建設的対話を行わずに、介助者無しで単独乗船された場合におい

て、当初確認できていたサポート範囲以外のサービス（入浴、トイレ、食

事、車椅子からベッドへの移動・デッキでの散策への同行のサポートなど

に係る介助）を求められた際、その提供を断る。（本来の業務に付随しない

もの） 

・下船後に別の交通機関を利用する際、当該交通機関の駅等までの移動に同

行を求められた際、その提供を断る。（本来の業務に付随しないもの） 
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２.５ 航空機 

① 乗降用設備 

考え方 

旅客搭乗橋がなく、車椅子使用者等の乗降のために乗降用設備を使用する場合、係員・

乗務員による安全確認や設置等が必要になる。 
円滑に乗降支援を行うため、乗降用設備等の維持管理、係員・乗務員の教育訓練や体

制の確保を図ることが重要である。 

また、事業者によっては、車椅子使用旅客を含めた、特別な手伝いを必要とする旅客

について、予約の際に航空会社のホームページ、コールセンター等を通じ、事前に搭乗

手続きで必要な情報の確認を行っているところもある。 
 

移動等円滑化基準 
ハード基準 ソフト基準 

（乗降用設備） 
第六十二条の二 旅客搭乗橋が設けられていな

いことその他の理由により旅客搭乗橋を使用

できない場合に備えて航空機に乗降するため

のタラップその他の設備（以下この条及び第百

十条において「乗降用設備」という。）を備える

ときは、そのうち一以上は、次の各号のいずれ

かに掲げるものでなければならない。ただし、

高齢者、障害者等の円滑な乗降のために十分な

強度を有する器具が一以上備えられている場

合又は航空機の形状上の理由により当該乗降

用設備及び当該器具のいずれも使用できない

場合は、この限りでない。 
一 リフトを設けることにより高齢者、障害者

等が円滑に航空機に乗降することが可能な

乗降用設備 
二 傾斜路を設けることにより高齢者、障害者

等が移動のための車椅子その他の用具を使

用したまま航空機に乗降することが可能な

タラップ 

（乗降用設備） 
第百十条 乗降用設備又は第六十二条の二第一

項ただし書の器具が備えられた場合には、当該

乗降用設備又は器具を使用して、車椅子使用者

が円滑に乗降するために必要となる役務を提

供しなければならない。ただし、当該乗降用設

備又は器具を使用しなくても円滑に乗降でき

る場合は、この限りでない。 

 
ガイドライン 

◎：移動等円滑化基準に基づく整備内容、○：標準的な整備内容、◇：望ましい整備内容 

タラップ等の 

乗降用設備を 

使用した乗降支援 

◎航空機に乗降するためのタラップその他の設備又は、高齢者、障

害者等の円滑な乗降のために十分な強度を有する器具が備えら

れた場合には、当該乗降用設備又は器具を使用して、車椅子使用

者が円滑に乗降するために必要となる役務を提供する。ただし、

当該乗降用設備又は器具を使用しなくても円滑に乗降できる場

合は、この限りでない。 
○車椅子使用者等の求めに応じて使用できるように、乗降用設備

を維持管理する。 
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タラップ等の 

乗降用設備を 

使用した乗降支援 

○車椅子使用者等からの申し出に対応できるよう、係員・乗務員に

対して、車椅子使用者等の乗降支援の方法に関する教育訓練を

継続的に実施する。 
○車椅子使用者等からの乗降支援の申し出に対応できるよう、係

員・乗務員の配置、勤務体制の確保を図る。 
○乗降用設備を使用して搭乗する場合には、支援の方法を確認し、

安全に留意して支援を行う。 
○乗降支援に当たっては、車椅子使用者等と意思疎通を図り、支援

の要否や内容・方法を確認する。 
○機内や空港内での移動等乗降後の支援の要否についても、車椅

子使用者等に確認する。 
◇車椅子使用者等が多い場合は飛行機のドアを 2 か所開放し、搭

乗方法を工夫することで少しでも身体の負担を軽減することが

望ましい。 
◇車椅子使用者等について、事前改札（優先搭乗）を行う等、一般

の旅客を含めた利用者全体の円滑な乗降を行うことが望まし

い。 
◇車椅子使用者等の乗降支援の方法に関する教育訓練は、当事者

やバリアフリーに関する専門家等の参加の下、実施することが

望ましい。 
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② 運航情報提供設備 

考え方 

視覚障害者、聴覚障害者等が安心して航空機を利用するためには、当該航空機の到着

時刻等の運航情報が知らされる必要がある。必要な情報を提供するため、運航情報提供

設備を設置するだけではなく、適切に使用するとともに、必要な設備の維持管理、乗務

員の教育訓練や体制の確保を図ることが重要である。 

 
移動等円滑化基準 

ハード基準 ソフト基準 

（運航情報提供設備） 
第六十六条 客席数が三十以上の航空機には、当

該航空機の運航に関する情報を文字等により

表示するための設備及び音声により提供する

ための設備を備えなければならない。 

（運航情報提供設備） 
第百十一条 客席数が三十以上の航空機につい

ては、当該航空機の運航に関する情報を文字等

により表示するための設備が備えられた場合

には、当該設備を使用して、当該情報が文字等

により適切に表示されるようにしなければな

らない。ただし、文字等による表示が困難な場

合は、この限りでない。 
２ 客席数が三十以上の航空機については、当該

航空機の運航に関する情報を音声により提供

するための設備が備えられた場合には、当該設

備を使用して、当該情報が音声により提供され

るようにしなければならない。ただし、音声に

よる提供が困難な場合は、この限りでない。 
 

ガイドライン 

◎：移動等円滑化基準に基づく整備内容、○：標準的な整備内容、◇：望ましい整備内容 

文字等による 

運航情報の提供 

◎客席数が三十以上の航空機については、当該航空機の運航（行き

先。これが運航開始後に変更される場合は、その変更後のものを

含む。）に関する情報を、離着陸時、緊急時等に文字等により表

示するための設備が備えられた場合には、当該設備を使用して、

当該情報を文字等により適切に表示する。ただし、文字等による

表示が困難な場合は、この限りでない。 
○継続して情報提供できるように、運航情報提供設備を維持管理

する。 
○当該航空機の運航に関する情報を文字等により提供できるよう

に、設備の操作方法について乗務員の教育訓練を継続的に実施

する。 
○当該航空機の運航に関する情報を文字等により提供できるよう

に、乗務員の配置、勤務体制の確保を図る。 
◇聴覚障害あるいは言語障害のある利用者に対して、その障害の

特性に応じた意思疎通手段（メモや筆談ボード等）を用いて情報

を提供することが望ましい。 
  
  
  

 



 

- 118 - 

音声による 

運航情報の提供 

◎客席数が三十以上の航空機については、当該航空機の運航（行き

先。これが運航開始後に変更される場合は、その変更後のものを

含む。）に関する情報を、離着陸時、緊急時等に音声により提供

するための設備が備えられた場合には、当該設備を使用して、当

該情報を音声により提供する。ただし、音声による提供が困難な

場合は、この限りでない。 
○継続して情報提供できるように、運航情報提供設備を維持管理

する。 
○音声による情報は、聞き取りやすい音量、音質、速さ、回数等で

提供する。 
○当該航空機の運航に関する情報を音声により提供できるよう

に、設備の操作方法について乗務員の教育訓練を継続的に実施

する。 
○当該航空機の運航に関する情報を音声により提供できるよう

に、乗務員の配置、勤務体制の確保を図る。 

 

 

参考：「２.５ 航空機」に関する国土交通省所管事業における障害を理由とする差別の解消の推進に関

する対応指針 

国土交通省所管事業における障害を理由とする差別の解消の推進に関する対応指針 

（不当な差別的取扱い及び合理的配慮の具体例） 

航空運送 

業関係 

不当な 

差別的 

取扱い 

①正当な理由がなく、不当な差別的取扱いにあたると想定される事例 

・航空旅行に関して特段の支障等がない利用者に対し、診断書の提出を求める。 
・安全上の問題（職員が他の乗客の安全を図りつつ、可能な範囲で十分補助に

努めたとしても安全に避難することが困難等）などがないにもかかわらず、

又は、安全上の問題があるとしても当該安全上の問題について丁寧な説明を

行うことなく、障害のみを理由に搭乗を拒否する。 
・車椅子使用者であることのみを理由に搭乗を拒否する。 
・安全上の問題（職員が他の乗客の安全を図りつつ、可能な範囲で十分補助に

努めたとしても安全に避難することが困難等）などがないにもかかわらず、

又は、安全上の問題があるとしても当該安全上の問題について丁寧な説明を

行うことなく、障害のみを理由に付き添いの方の同伴を求める。 
・同伴者がいないことを理由に、軽度な歩行困難な利用者の搭乗を拒否する。 
・安全上の理由（非常口の横の座席であり、避難時に、素早く移動し、及び避

難の手伝いを行っていただく必要があること等）などがなく、座席制限が不

要であるにもかかわらず、又は、安全上の理由があるとしても当該安全上の

理由について丁寧な説明を行うことなく、座席を制限する。 
・身体障害者補助犬法に基づく盲導犬、聴導犬及び介助犬（以下「身体障害者

補助犬」という。）の帯同を理由として搭乗を拒否する。 
・車椅子を受託手荷物として預かる際、運送中の破損等に係る会社の損害賠償

責任を一切免除する条件など、正当な理由の説明がないにもかかわらず、他

の受託手荷物と異なる受託条件を付す。 
・搭乗に係る規則等に抵触する際、当該規則等の趣旨、必要性などを説明する

ことなく、規則等に抵触することだけを伝えて搭乗を拒否する。 
・障害者が介助者を伴って窓口に行った際に、障害者本人の意思を全く確認せ 
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航空運送 

業関係 

不当な 

差別的 

取扱い 

ず、介助者のみに対応を求める。 
・障害があることのみを理由として、一律に、障害者に対して必要な説明を

省略する、または説明を行わない。 
・有効期限の記載のある診断書を提出しており、当該有効期限内であるにも

かかわらず、搭乗の都度、新たな診断書の提出を求める。 

②障害を理由としない、又は、正当な理由があるため、不当な差別的取扱い

にあたらないと考えられる事例 

・合理的配慮を提供等するために必要な範囲で、プライバシーに配慮しつつ、

障害者に障害の状況等を確認する。（権利・利益の保護） 
・コミュニケーション等に係る合理的配慮の提供等を行っても、障害の種類や

程度、人的体制・設備等から客観的に判断して、緊急時に職員の安全に関す

る指示が理解できないおそれがあり、職員が他の乗客の安全を図りつつ、可

能な範囲で十分補助に努めたとしても安全に避難することが困難と考えら

れる場合に、当該障害者に介助者の付き添いを求める。（安全の確保） 
・特別なお手伝いが必要な場合に、緊急時を含め十分なサービスを提供できる

ようにするため、搭乗当日、障害等の状況確認を含めた搭乗手続に時間を要

する。（安全の確保） 
・車椅子使用者及び一般の利用者に円滑に搭乗・降機をしてもらうため、車椅

子使用者に対して、お互いに相手の立場を尊重しながら相互理解を図ったう

えで、必要最小限の範囲で、最初の搭乗、最後の降機等を依頼する。（事業の

目的・内容・機能の維持） 
・国土交通省通達により、身体が不自由な利用者、身体障害者補助犬を同伴さ

れる利用者等の緊急脱出時の援助者として行動することが困難と考えられ

る利用者に対して、非常口座席の利用を制限する。（安全の確保） 
・保安上の理由により、障害者を含め全ての利用者を保安検査の対象とする。

この場合において、補助具（義足、インプラント等）を利用しているお客様

から、「金属探知機は補助具に反応しているので更なるチェックは不要であ

る」との申し出があっても、航空保安の観点から、改めて補助具を外して金

属探知機を通ってもらう、又は触手による検査を行う。（安全の確保） 
・客室乗務員等の本来の業務に付随するものでないため、食事・化粧室の利用

などの介助が必要な利用者に対して、付き添いの方の同伴を求める。ただし、

食事は不要である旨利用者より申し出があった場合は、食事の介助のための

同伴は求めない。（事業の目的・内容・機能の維持） 
・本来の業務に付随するものでないため、包帯の交換や注射等医療行為は実施

しない。（事業の目的・内容・機能の維持） 
・電動車椅子の利用者に対して、通常よりも搭乗手続や保安検査に時間を要す

ることから、十分な研修を受けたスタッフの配置や関係者間の情報共有によ

り所要時間の短縮を行った上で必要最小限の時間を説明するとともに、搭乗

に間に合う時間に空港に来てもらうよう依頼する。（事業の目的・内容・機能

の維持） 
・車椅子の受託に当たり取り外せる部分を取り外すなどの工夫を十分に行って

も、なお使用機材、空港車両、人員等の理由により、車椅子のサイズと重量

が搭載の規定範囲を超えていると判断される場合は、車椅子の受託を断る。

（事業の目的・内容・機能の維持） 
・受託する車椅子の運搬ルート等の検討を十分に行っても、なお空港要件（エ

レベーターの有無や天候、車椅子の重さなど）により航空機のドア付近（機 
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航空運送 

業関係 

不当な 

差別的 

取扱い 

側）で車椅子の受託又は返却を行うことができないと判断される場合は、

機側での車椅子の受託又は返却を断る。（事業の目的・内容・機能の維持） 
・短時間でのストレッチャーの着脱は不可能であるため、ストレッチャー使用

者が希望される搭乗便の機材上の前後の便が満席であることを理由に、搭乗

便の変更を依頼する。（安全の確保） 
・ストレッチャーの取り付け可能な空港が限られているため、搭乗便の変更を

依頼する。（事業の目的・内容・機能の維持） 
・混雑時に視覚障害のある利用者から搭乗の補助を求められた場合において、

状況を丁寧に説明した上で、周囲の混雑状況が解消するまで、待合スペース

での待機を提案する。（安全の確保） 
・車椅子利用者の搭乗に際し、搭乗当日の待機時間の短縮を目的とした空港

スタッフや客室乗務員の連携に必要な準備を行うために事業者が必要とす

る最小限の範囲で、あらかじめ書面の提出を求める。（権利・利益の保護） 
  

合理的 

配慮 

①合理的配慮の提供の事例 

・車椅子の配置（環境の整備）に努めたうえで、所有台数の範囲内に限り、車

椅子の貸し出しを行う。 
・利用者自身で使用する車椅子を無料で預かる。 
・杖・松葉杖（先の尖ったものを除く）の機内の持ち込みを許可する。 
・車椅子使用者に対して、一般の利用者に優先して搭乗を開始する。 
・安全に関する情報について、視覚障害のある利用者からの求めに応じて、個

別に口頭にて案内を実施し、又は点字によるパンフレットを用意する。 
・聴覚障害あるいは言語障害のある利用者や介助者等からの意思の表明（障害

特性によっては自らの意思を表現することが困難な場合があることに留意。

以下同じ。）に応じて、その障害の特性に応じたコミュニケーション手段（メ

モや筆談ボード、IT 機器の活用など）を用いて対応する。 
・視覚障害のある利用者や握力の弱い利用者、介助者等からの意思の表明に応

じて、機内食の包装の開封を手伝う。 
・障害者や介助者等からの意思の表明に応じて、化粧室に行く際に移動を手伝

う。 
・航空機に搭載可能な電動車椅子のサイズの情報等を提供するとともに、航

空機の予約や搭乗に係る障害のある利用者専用の窓口を設置する。 
・膝を曲げることが困難な利用者からの求めに応じて、可能な限り利用者の要

望に沿った座席を用意する。 
・人的対応が可能な場合で、利用者の状況により利用者の希望があれば、チェ

ックインカウンターから搭乗口へ、又は搭乗口から到着ロビーの間、係員が

同行する。 

・車椅子利用者の搭乗に際し、人的対応が可能な場合で、当該利用者の希望が

あれば、車椅子のサイズと重量が対応可能な範囲内で、利用者自身の車椅子

を航空機のドア付近にて預かる。また、車椅子の返却に当たっては、機内用

車椅子に座っている時間の長さなども考慮し、対応可能な範囲で、当該利用

者と返却場所等を調整する。 
・調整可能な範囲で、車椅子を使用され、かつ階段の昇降ができない利用者

の予約がある場合は、ボーディングブリッジのあるスポット又はリフトカ

ー等を準備する。 
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航空運送 

業関係 

合理的 

配慮 

・乗り継ぎを行う際にお客様から希望があった場合において、遅延などの不

可抗力を除いて、乗り継ぎ時間に間に合うよう、事業範囲内で移動のサポ

ートや案内を行う。 

②合理的配慮の提供義務違反に該当すると考えられる事例 

・チェックインカウンターから搭乗までの移動に際して、事業範囲内で特別な

支援を求める申出があった場合において、お互いに相手の立場を尊重した建

設的対話を行うことなく、「何かあったら困る」という抽象的な理由や「特別

扱いはできない」という理由で、当該申出を断る。 

・電話利用が困難な障害者から直接電話する以外の手段（メールや電話リレー

サービス等の手話を介した電話等）により各種手続が行えるよう対応を求め

られた場合に、自社マニュアル上、当該手続は利用者本人による電話のみで

手続可能とすることとされていることを理由として、具体的に対応方法を検

討せずに対応を断る。  

③合理的配慮の提供義務違反に該当しないと考えられる事例 

・機内持ち込み医療器具等のために複数の座席を必要とする旅客について、１

席を超える座席の旅客運賃を徴収する。（この場合においては、当該旅客に

過度な負担が生じないよう、可能な限り配慮する。）（費用・負担が過重なも

の） 

・事業者において、障害者から事業の一環として行っていない業務の提供を求

められた場合、丁寧なコミュニケーションを経て、その提供を断る。（本来の

業務に付随しないもの） 

・先着で販売している割引航空券について、障害のため当該販売開始日に購入

手続を行うことが困難であることを理由に、当該割引航空券をあらかじめ別

途確保しておくよう求められた場合において、当該対応を断る。（障害者以

外と比べて同等以上の機会提供） 

航空旅客 

ターミナ 

ル施設事 

業関係 

不当な 

差別的 

取扱い 

①正当な理由がなく、不当な差別的取扱いにあたると想定される事例 

・障害があることや車椅子の利用等の社会的障壁を解消するための手段の利用

等のみをもって、航空旅客ターミナル施設の利用を拒否する。 

・障害があることや車椅子の利用等の社会的障壁を解消するための手段の利用

等のみをもって、立ち入る場所や時間帯を制限し、又は障害者でない者に対

して付さない条件をつける。 

・身体障害者補助犬法に基づく盲導犬、聴導犬及び介助犬（以下「身体障害者

補助犬」という。）の帯同を理由として航空旅客ターミナル施設の利用を拒

否する。 

・障害者が介助者を伴って窓口に行った際に、障害者本人の意思を全く確認せ

ず、介助者のみに対応を求める。 
・障害があることのみを理由として、一律に、障害者に対して必要な説明を省

略する、または説明を行わない。 
②障害を理由としない、又は、正当な理由があるため、不当な差別的取扱い

にあたらないと考えられる事例 

・合理的配慮を提供等するために必要な範囲で、プライバシーに配慮しつ

つ、障害者に障害の状況等を確認する。（権利・利益の保護）  
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航空旅客 

ターミナ 

ル施設事 

業関係 

不当な 

差別的 

取扱い 

・コミュニケーション等に係る合理的配慮の提供等を行っても、障害の種類

や程度、人的体制・設備等から客観的に判断して、緊急時に職員の安全に

関する指示が理解できないおそれがあり、職員が他の乗客等の安全の確保

を図りつつ補助を行っても安全に避難することが困難と考えられる場合

に、当該障害者に介助者の付き添いを求める。（安全の確保） 
 

合理的 

配慮 

①合理的配慮の提供の事例 

・障害者や介助者等からの意思の表明（障害特性によっては自らの意思を表

現することが困難な場合があることに留意。以下同じ。）に応じて乗用カー

ト及び車椅子の貸し出しを行うとともに、ＷＥＢサイトにて貸し出しの情

報を掲載する。 

・ロビー等に設置している椅子に優先席を設ける。 

・聴覚障害、視覚障害、言語障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。） 

その他の心身の障害のある利用者や介助者等からの意思の表明に応じて、

その障害の特性に応じたコミュニケーション手段（メモ、筆談ボード、手

話ができるスタッフの配置、コミュニケーションを支援するアプリケーシ

ョンソフトウェア等）を用いて対応する。 

・障害者や介助者等からの意思の表明に応じて、代筆・代読等の対応を行

う。 

・災害時の避難誘導について、過度な負担の無い範囲内において、障害の特

性に応じた対応を実施する。 

・利用者の希望があれば、出発時は航空旅客ターミナル施設内からチェック

インカウンターまで、到着時は到着ロビーから航空旅客ターミナル施設内

の希望する場所まで、職員が同行する。また、その際には、利用者の移動

及び手続きが円滑に進むよう、他の空港関係者と連携を行う。 

・タッチパネル式を採用しているサービス（ロッカー等）について、視覚障

害や身体障害のある利用者等が利用できるサービスの併用及び人的対応等

代替手段を提供する。 

・ピクトグラム等案内表示の解説を記載した航空旅客ターミナル施設内のパ

ンフレットを準備（環境の整備）し、障害者や介助者等からの意思の表明

に応じて、分かりやすく各種施設への案内を行う。 

・聴覚障害のある利用者に対して、搭乗に関する情報や緊急情報について、

音声情報とともに視覚的情報手段（手話、字幕等）を提供する。 

・航空旅客ターミナル施設内にある資料、情報誌等を点字等に対応させたも

のを使用し、視覚障害のある利用者からの意思の表明に応じて、理解しや

すいよう説明する。 

・利用者に対する割引制度やサービスの周知を行う。 

・車椅子利用者との対話により、必要により最寄りの車椅子利用者の目線に

合わせた自動販売機やカウンター等を案内する。  
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航空旅客 

ターミナ 

ル施設事 

業関係 

合理的 

配慮 

②合理的配慮の提供義務違反に該当すると考えられる事例 

・航空旅客ターミナル施設の利用に際して特別な支援を求める申出があった

場合において、お互いに相手の立場を尊重しながら、建設的対話を行うこ

となく、「何かあったら困る」という抽象的な理由や「特別扱いはできな

い」という理由で、当該申出を断る。 

・電話利用が困難な障害者から直接電話する以外の手段（メールや電話リレ

ーサービス等の手話を介した電話等）により各種手続が行えるよう対応を

求められた場合に、具体的に対応方法を検討せずに対応を断る。 

③合理的配慮の提供義務違反に該当しないと考えられる事例 

・事業者において、障害者から事業の一環として行っていない業務の提供を

求められた場合、お互いに相手の立場を尊重しながら、建設的対話を行っ

たうえで、その提供を断る。（本来の業務に付随しないもの） 

 
  


